
第 2章

インド：連邦下院選挙におけるインド国民会議派
―経済変動と宗派間亀裂の影響―

近 藤　則 夫

序論

　インドでは選挙は民主主義体制の根幹である。さまざまな問題が選挙を通

して政治にフィードバックされることにより，試行錯誤的ながら政権または

政策の失敗が修正され，結果として政治システムが安定的に維持されてきた

からである。いわば政治的インプットのチャンネルとしての役割である。選

挙がこのような役割を果たすためには，国民の大部分から信頼されるものと

なっていなければならないが，これに関しては，実際の選挙では一部で不正

はみられるものの制度全体に対する信頼を揺るがすものとはなっていない。

それゆえに社会的弱者層や宗教的少数派も含めて民衆の間では選挙への信頼

感は高いといえよう⑴。選挙制度または選挙過程が人々の信頼を基礎に今日

民主主義体制の根幹となっている以上，選挙分析は民主主義体制のダイナミ

クスを捉えるためには欠かすことのできない作業であろう。

　選挙を通して政治にフィードバックされる人々の問題は多種多様であるが，

今日どのような問題が重要であろうか。さまざまな問題が考えられるが，エ

スニシティ，とりわけ宗派間の亀裂や暴動⑵の問題，および経済変動の問題

が非常に重要であろうと思われる。

　1947年のインドとパキスタンの分離独立の大きな原因がヒンドゥーとムス



42

リムの間の宗教問題，とりわけ宗派間暴動にあったことからもわかるように，

宗派間の亀裂や暴動は広範囲の人々に大きな影響を与えてきた。特に1980年

代以降，この問題は選挙政治を通じてヒンドゥー民族主義の拡散に密接に関

係するようになった。他方，経済変動が貧困大衆の生活に大きなインパクト

を与えてきたことはいうまでもないが，それは選挙における人々の政党選好

を変化させ，結果的に経済政策の変化につながったといってよい。選挙が政

治的インプットの最も重要なチャンネルである以上，これらの問題が選挙に

どのように反映されるかを分析することは大きな意味がある。本章はこれを

行った論考である。具体的にはヒンドゥーとムスリムの間の宗派間暴動，お

よび，マクロなインフレ，所得の変動が，中心的な政党，すなわち，インド

国民会議派（Indian National Congress，以下「会議派」）への支持率にどのよう

な影響を及ぼしてきたかを検討したものである。

　本章の構成は以下の通りである。まず，第 1節においては，最初に分析の

背景となる現代史の要点を本章の主題と関係させつつ説明する。次にインド

における選挙政治と投票行動研究の動向を「宗派間の亀裂投票」と「経済投

票」に焦点を絞って述べる。続く第 2節では，選挙におけるヒンドゥー多数

派と宗教的少数派の政治的亀裂の展開とその投票行動への影響を検討する。

これは「キング（King）の生態学的推定」といわれるものを使って全インド

レベルのデータで検証する。第 3節では「宗派間の亀裂投票」と「経済投

票」を検証する。データセットは第 2節とは異なり全インドをカバーするデ

ータではなく，限定的な地域を対象としたものである。これは物価データの

利用可能性についての制約からである。ただし，地域は全インド中に分散し

ている。宗派間暴動，物価データや農業所得，および都市化率などその他の

変数について1962年から1999年のデータをプールしたパネルデータの分析に

よって，会議派に対する支持率の変動と，インフレ，所得変動，宗派間暴動

の関係が1962年から1999年の全般にわたって分析され，重要な媒介変数など

が識別される。第 4節では第 3節のデータにもとづいて1962年から1999年の

選挙ごとに別々に分析が行われる。これは第 3節のようにパネルデータとし
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て全体をプールした分析では，その時々の政治的コンテキストなどの影響を

考慮しての分析が難しいからである。最後に結論部では本章の分析が長期に

わたるインドの政党政治でどのような意味を持つのか検討される。

　あらかじめ分析の要点を述べると，これらの変数は会議派への支持率にイ

ンパクトを与えてきたことが定量的に確認された。会議派が与党である場合，

宗派間暴動が起こったり，インフレが高進すれば基本的に支持率は低下する。

また，会議派が野党である場合，地域の所得の上昇は野党である会議派への

支持率を低下させる。ただし，インパクトの現れ方は，都市化率や識字率と

いった媒介変数や，少数派の人口比率などその他の独立変数，および，その

時々の政治状況に大きく作用されることもわかった。このような分析結果を

踏まえて，最後に政党システムへの長期的な影響としては民主主義体制がよ

り包括的なものになるであろうと考察された。

表 1　主要政党の連邦下院選挙結果

年
選挙
議席

投票
率　
（％）

会議派
インド
共産党

インド共産
党（マルク
ス主義）　

大衆連盟／
インド人民
党　　　　

ジャナター
党　　　　

ジャナター
・ダル　　

支持
率（％）

獲得
議席

支持
率（％）

獲得
議席

支持
率（％）

獲得
議席

支持
率（％）

獲得
議席

支持
率（％）

獲得
議席

支持
率（％）

獲得
議席

1952 489 45.7 45.0 364 3.3 16 - - 3.1 3 - - - -
1957 493 47.7 47.8 371 8.9 27 - - 5.9 4 - - - -
1962 494 55.3 44.7 361 9.9 29 - - 6.4 14 - - - -
1967 520 61.2 40.8 283 5.0 23 4.4 19 9.4 35 - - - -
1971 518 55.3 43.7 352 4.7 23 5.1 25 7.4 22 - - - -
1977 542 60.5 34.5 154 2.8 7 4.3 22 - - 41.3 295 - -
1980 542 56.9 42.7 353 2.6 11 6.1 36 - - 18.9 31 - -
1984 542 63.6 49.1 405 2.7 6 5.7 22 7.7 2 6.9 10 - -
1989 543 62.0 39.5 197 2.6 12 6.6 33 11.4 86 - - 17.8 142
1991 543 55.2 36.5 232 2.5 14 6.2 35 20.1 120 - - 11.9 56
1996 543 57.9 28.8 140 2.0 12 6.1 32 20.3 161 - - 8.1 46
1998 543 62.0 25.8 141 1.8 9 5.2 32 25.6 182 - - 3.2 6
1999 543 60.0 28.3 114 1.5 4 5.4 33 23.8 182 - - - -
2004 543 58.1 26.5 145 1.4 10 5.7 43 22.2 138 - - - -

（出所）　Election Commission of India, “Reports of General Election of Various Lok Sabha Elections”
（http://www.eci.gov.in/ARCHIVE，2007年12月 1日アクセス），より筆者作成。
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第 1節　選挙政治の特色と研究の動向

　インドでは中央政府，州政府，県（district）以下の地方レベルのパンチャ

ーヤットと呼ばれる自治体や都市部自治体の選挙などさまざまなレベルで選

挙が行われている。各々のレベルの選挙は独自の特色を持つ。たとえば村レ

ベルのパンチャーヤット選挙など草の根レベルではマクロな物価動向などは

争点とはなりにくい⑶。また村レベルでは一般に対人関係が都市部よりもは

るかに濃密であることなどから，宗派間暴動が伝染しにくく，宗派的な対立

感情が先鋭化しにくいといわれる⑷。

　これに対して連邦下院選挙や州議会選挙など高いレベルの選挙は地域のミ

クロな社会経済状況から離れた選挙であり，相対的によりマクロな争点が明

確に浮かび上がる傾向が強い。たとえば後掲の表 2［pp. 50～51］は1980年

代半ば以降，連邦下院選挙に連動するかたちで行われている世論調査の集計

であるが，大規模な宗派間暴動などが起きないかぎり，物価／インフレや貧

困，失業などがほとんどの選挙で人々の重大関心であることがわかる。

　以上のような理由から，「エスニシティ，特に宗派主義にもとづく投票」

および「経済投票」を検証するためにも，より高次なレベルの選挙での検証

のほうが望ましいといえよう。本章では最も高いレベルの選挙である連邦下

院選挙に焦点をあてて分析を進める。この節では現代史における選挙政治と

経済変動，宗派間暴動との関係を説明した後，従来の研究で以上の 2点がど

のように吟味されてきたか検討してみたい。

1．現代史における選挙政治と経済変動，宗派間暴動

　インドでは1947年の独立以来，会議派が連邦でも，州でも圧倒的に優位を

占める，いわゆる「一党優位体制」または「会議派システム」（Kothari［1964］，

Morris-Jones［1964］）といわれるものが1960年代まで続いた。しかし，1964
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年のネルーの死，および1965年，1966年の 2年続きの旱魃による経済危機か

ら，表 1に示されるように1967年の総選挙で連邦レベルでも会議派は大きく

後退し，このモデルは揺らいだ。その結果1969年には会議派は内紛からイン

ディラ・ガンディー首相率いる新生の会議派と，主に地方の保守派層からな

る会議派（O）⑸に大分裂した。同首相率いる会議派はそれまでの会議派の組

織的基盤を失ったため，次の1971年の選挙では貧困大衆に直接的に「貧困追

放」をアピールして大勝した⑹。しかし，1973年の石油危機を契機とする

「社会主義型社会」政策の破綻，社会経済危機の深化から政治危機が深刻化

し，1975年には「国内非常事態宣言」が発令され民主主義体制は 2年間停止

された。次の選挙は1977年に行われたが，非常事態宣言期の強権的人権侵害

などから，会議派は大敗し，中央で初めて非会議派政権であるジャナター党

が政権を樹立した。

　このように1967年から1977年の期間は政治が最も大きく揺れ動いた時期で

ある。変動の根底には社会経済危機，とりわけ経済開発の行詰まりが政治危

機に転換するというプロセスがあったことは疑いえない。そしてそのプロセ

スの中核が選挙における人々の審判であった。すなわち，経済的困窮が与党

への厳しい評価につながるというプロセスである。1973年の石油ショックを

契機とする経済危機から派生した反政府運動は選挙政治の枠内に収まりきら

ず，広範囲の直接的抗議行動，民主主義の機能不全につながった。それを強

権政治で乗り切ろうとしたのが国内非常事態宣言の体制であった。しかし，

政局を乗り切ったかにみえた1977年に選挙を復活させたとき，会議派は主要

野党の連合である「ジャナター党」（人民党の意味）に大敗した。それは選挙

を核とする民主主義過程が強権政治によっても揺らいでいなかったことを示

した。

　このような実績が悪い場合は与党を「罰する」，という投票行動は一般に

「回顧的投票行動」⑺，あるいは，「業績投票」と呼ばれるパターンである。

インドの場合それは一般に「現職不利」といわれている現象とつながるが⑻，

特に経済政策の評価を強調する場合は「経済投票」と一般に概念化される⑼。
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現実の「経済投票」は概念的モデルの複合であることに注意する必要があろ

う。「経済投票」は連邦下院選挙でも強弱はあるがみられる。たとえば前述

のように1967年の選挙では与党会議派は民衆の支持を大きく失った。また，

1979年の石油ショックの影響から物価が高騰した1980年の選挙では「玉葱」

が物価高のシンボルとなり，与党ジャナター党は政治的混乱もあって政権運

用能力なしとして人々の支持を失い大敗した。その結果，インディラ・ガン

ディー首相率いる会議派が返り咲いた。

　最も，その後は1984年の選挙ではインディラ・ガンディー首相の暗殺とい

う大きな事件があったこと，1989年以降の選挙では州レベルの有力政党が中

央政権にも参加するという連合政権が常態化し選挙ごとに罰すべき責任与党

を確定することが難しくなったことなどの要因が重なり，経済投票は表面上

は確定することが難しくなる。すなわち，経済実績以外の要因が人々の投票

行動を規定するより大きな要因となり，相対的に経済投票が不明確になって

しまう。

　経済投票が不明確化する他の大きな理由として，「エスニシティ」の存在

とそれを基盤とした地方の政党の成長が挙げられる。インドではエスニシテ

ィの様態はきわめて複雑である。その基盤として「言語」，「宗教」，「カース

ト」などがあり，それらが複雑に絡み合っているからである。連邦制をとる

インドは，政治の基本的政治単位は「州」である。州は1956年に基本的に言

語を基盤として再編成され，その意味で基本的なエスニシティの単位といえ

る。大エスニシティ集団が州境界線でまとまりを得たことが，「州政党」の

成長の基盤となる⑽。1956年以降も州の分割再編は続いているが，基本的に

は何らかのエスニシティを単位とする分割である。そのような州のあり方は，

州の民族的特色にもとづいた「州政党」が成長する環境を与えた。1967年の

選挙以降，州政党は，州レベルで存在意義をみせつけ，1989年以降は連邦レ

ベルでも恒常的に政権に参加するまでに成長した。州政党の成長は全国政党

の影響力の収縮を意味し，それは連邦レベルの政治に分裂的，亀裂的要素を

持ち込んだと批判される場合もあるが，しかし，長期的にみると必ずしもそ
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うはいえないと考えられる。州政党が連邦政府に参加する場合その州の利益

代表という行動もみせるが，州の利益を実現するためには連邦政府の安定性

や政策の実行能力を損なうような「わがまま」な行動は自制せざるをえない

からである。ただそのような制約のもとで州の要求が中央の政策においてよ

り反映されやすくなることも事実である。このような意味において連邦制を

より「協調的」にしていると考えられる（近藤［2000］，Corbridge［2003］）。

　インド特有の要因として重要であるカーストも政党の支持基盤となり，経

済投票を不明確化することが考えられるかもしれない。しかし，数千に分か

れるカーストは単独で政党の基盤となるには小さく，また，地域的に分散し

ており，現実の政治のなかでは，独自の政党を持つことは難しい。たとえば

1957年に結党された「インド共和党」（Republican Party of India）はマハーラ

ーシュトラ州の特定の「指定カースト」⑾などを基盤とする政党であったが

結局支持を広げることはできなかった。ただし，特定の政治状況のなかで，

「指定カースト」全体，および，その他の低位諸階層というようなより広い

まとまりが作られれば大きな存在意義を示せる。その例として1984年に結党

されウッタル・プラデーシュ州の指定カーストを支持基盤の中核とする「大

衆社会党」（Bahujan Samaj Party）⑿が注目される。ただし，同党も他の州では

影響力はきわめて限られており，実際上，全国政党⒀というにはほど遠い状

況である。また，多くの場合，カーストは経済的階層とも密接な相関があり，

経済的あるいは階級的な投票行動が，カーストというカテゴリーを通じて現

出する場合がある。その場合の投票行動は分類としてはカースト投票である

が，動因は階級的なものである。

　一方，宗教をエスニシティの基盤と考える場合，人口の約 8割を占める

「ヒンドゥー」全般を支持基盤とできれば政党は選挙で決定的に優位となる。

南アジアで「宗派」を全面に出した政治は「コミュナリズム」（communalism）

と否定的な言葉で呼ばれるが，それはコミュナリズムが宗教によってきわめ

て対立的，亀裂的要素を政治に持ち込むことを含意するからである。「イン

ド人民党」（Bharatiya Janata Party：BJP）⒁はヒンドゥー民族主義を掲げ，コミ
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ュナリズムを体現する政党といわれる。インドにとっては独立が宗教対立に

もとづくパキスタンとの分離でもあったことから1960年代まではコミュナリ

ズムを政治に持ち込ませないという傾向が強かった。しかし，会議派が1980

年代末までに基本的に保ってきた優位性を喪失すると政党が選挙で支持調達

のため宗教的感情を利用することが露骨になる。

　会議派の弱体化⒂は長期的なプロセスで，大きな要因としては，相次ぐ経

済危機，「その他後進階級」（Other Backward Classes：OBCs⒃。社会的経済的に

は後進的だが多数を構成する人々）の政治的進出，特に州政党を通じての進出，

などが大きな理由であろう。そのような弱体化を補う意図をもって宗教的感

情にまとまった政治的スペースを与えたのは皮肉にも会議派政権そのもので

あった。BJPはそのような政治的スペースを積極的に活用することによって

影響力を伸ばしていった。ラジーヴ・ガンディー会議派政権による1986年の

ウッタル・プラデーシュ州アヨーディヤー（Ayodhya）に位置するバーブル

のモスクのヒンドゥーへの開放，1990年の BJPのアヨーディヤーにおける

ラーム寺院建立のための示威行進と各地における両教徒の衝突，1992年のア

ヨーディヤーのモスク破壊事件から大規模なヒンドゥー対ムスリムの暴動な

ど一連の事件はそのような文脈で展開した。選挙政治の場でも露骨にコミュ

ナリズムが持ち込まれ政治社会の亀裂を強めた。そのような亀裂は多数派ヒ

ンドゥーを BJP側にかえって押しやることになり，BJPの発展の大きな要因

となった（近藤［1998］）。

　以上のように現代インドの選挙政治の文脈では，経済投票，および，エス

ニシティ，特に宗派の違いにもとづく投票はきわめて重要である。両者は基

本的には異なる次元の投票行動であるが，選挙結果に大きな影響を与え，翻

って政党システムに大きなインパクトを与えてきたといえる。

2．エスニシティ，特に宗派にもとづく投票行動

　インドでは連邦下院選挙および州議会選挙のたびに選挙研究が行われ，か
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つ，かなりの研究でカースト別，宗派別の投票行動が取り上げられ，「エス

ニシティにもとづく投票」に関する研究にはかなりの蓄積があるといえる。

通常，カーストや宗派などは社会的，経済的階層性とも密接に関連するので，

これは社会的，経済的階層とクロスさせるかたちで論じられることが多い。

類型に関しては，基本的には「社会属性による投票行動」モデルであるが，

これが強く発現するのはエスニシティに関する争点，たとえば宗派間暴動が

起こったりしたときであり，その場合は「争点投票」の要素も含む。また，

治安維持などが関連すればそれは政府与党の業績評価という「業績投票」モ

デルともみることができる。現実の事象は概念的モデルの複合である。

　エスニシティや経済階層別の政党支持調査を現在まで定期的に行い，最も

基本的な調査研究として評価されているのは，「発展途上社会研究センター」

（Centre for the Study of Developing Societies：CSDS）の研究である。CSDSの個

票調査はサンプリング数，体系性などからみて最も信頼できるものであって，

一連の CSDSの調査研究⒄を検討することはエスニシティも含めて社会的，

経済的属性と政党選考の関係，すなわち「社会属性による投票行動」の研究

のレビューにつながる。

　シェートゥ（Sheth［1975］）の調査が一連の CSDSの本格的な選挙調査の

最初のものであり，1967年のその調査の基本的サンプル数は2287であった。

サンプル数は最新の2004年選挙では 2万2567と約10倍になっている。一連の

調査結果をすべて紹介することは不可能なので，この37年間の最初と最後の

調査をみることで概要を紹介する。表 3，4，5，6に1967年と2004年のカー

スト・コミュニティ別支持政党および経済階級別支持政党を示した。1967年

（表 3，表 5）と2004年（表 4，表 6）の表は，集計カテゴリー，当時の政党

状況が異なるため，単純比較は注意を要する。たとえば2004年選挙の場合，

会議派も地方政党などと広範な協力関係を樹立した。2004年の表（表 4，表

6）で会議派の支持基盤を考える場合，その点を考慮する必要が出てくる。

会議派は選挙で勝利したあと，諸政党と統一進歩連合（United Progressive Al-

liance：UPA）を組み，閣外からはインド共産党（マルクス主義）など左派政
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表
2
　
連
邦
下
院
選
挙
お
よ
び
重
要
な
政
治
的
事
件
に
お
け
る
人
々
の
認
識
調
査

サ
ー
ベ
イ
時
期

（
サ
ン
プ
ル
数
）

応
答
者
の
分
布
（
％
）

問
い
：
国
が
直
面
す
る
最
も
重
要
な
問
題

19
84
年
12
月
7
～
14
日

統
一

イ
ン
フ
レ

腐
敗

地
域
の
自
治

（
N
＝
11

,2
97
）

47
30

18
5

19
87
年
8
月

腐
敗

物
価

宗
派
主
義

法
と
秩
序

（
サ
ン
プ
リ
ン
グ
の
詳
細
は
不
明
）

36
32

23
9

19
88
年
2
月

物
価

腐
敗

宗
派
主
義

法
と
秩
序

（
N
＝
10

,3
38
，
村
民
：
72

.5
％
）

48
34

12
6

19
88
年
8
月
2
～
7
日

物
価

腐
敗

宗
派
主
義

法
と
秩
序

（
N
＝
13

,1
66
）

46
35

14
5

19
89
年
1
月
25
～
2
月
1
日

物
価

腐
敗

宗
派
主
義

法
と
秩
序

（
N
＝
10

,9
29
）

46
32

16
6

問
い
：
次
の
政
府
が
直
面
す
る
2
つ
の
主
要
な
問
題

19
89
年
11
月
22
～
27
日
＊

イ
ン
フ
レ

腐
敗

宗
派
間
の
調
和

パン
チャ

ーヤ
ット

制度
（

N
＝
77

,1
07
）

37
33

21
9

問
い
：
国
が
直
面
す
る
最
も
重
要
な
問
題

19
90
年
8
月
8
～
16
日

物
価

腐
敗

テ
ロ
リ
ズ
ム

宗
派
主
義

（
N
＝
10

,2
39
）

54
22

13
11

19
91
年
5
月
7
～
10
日
＊
＊

物
価

政
治
不
安

アヨ
ーデ

ィヤ
ー問

題
留
保
問
題

意
見
な
し

（
N
＝
20

,3
12
，
村
民
：
70

.6
％
）

47
16

15
15

12
19
92
年
4
月
2
～
8
日

イ
ン
フ
レ

腐
敗

テ
ロ
リ
ズ
ム

宗
派
主
義

（
N
＝
8,
62
7）

53
23

13
11

問
い
：
次
の
連
邦
下
院
選
挙
で
最
も
重
要
な
問
題

19
92
年
12
月
17
～
23
日

アヨ
ーデ

ィヤ
ー問

題
イ
ン
フ
レ

失
業

腐
敗

そ
の
他

（
N
＝
12

,5
92
）

44
25

13
6

9
問
い
：
国
が
直
面
す
る
最
も
重
要
な
問
題

19
93
年
7
月
14
～
20
日

イ
ン
フ
レ

腐
敗

法
と
秩
序

アヨ
ーデ

ィヤ
ー問

題
そ
の
他

（
N
＝
11

,1
72
）

37
23

16
14

10
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問
い
：
今
日
関
心
あ
る
最
も
重
要
な
問
題

19
96
年
3
月
27
～
31
日

貧
困
・
失
業

腐
敗

物
価

政
治
不
安

宗
派
間
の
調
和

カ
シ
ュ
ミ
ー
ル
問
題

（
N
＝
12

,8
10
）

36
27

25
5

4
3

問
い
：
取
り
組
む
べ
き
最
も
重
要
な
課
題

19
96
年
6
月
6
～
9
日

貧
困

雇
用

腐
敗

国
の
統
合

法
と
秩
序

経
済
改
革

（
N
＝
12

,7
77
）

42
22

16
9

6
5

問
い
：
国
が
直
面
す
る
最
も
重
要
な
問
題

19
98
年
2
月
4
～
8
日

基
本
的
ニ
ー
ズ

腐
敗

政
情
不
安

暴
力

（
N
＝
8,
93
8）

42
14

13
12

問
い
：
今
日
関
心
あ
る
最
も
重
要
な
問
題

20
04
年
7
月
26
～
8
月
5
日

失
業

物
価
高
騰

腐
敗

法
と
秩
序

政
治
的
安
定

安
全

（
N
＝
17

,8
85
）

42
31

10
5

4
3

（
出
所
）　

In
di

a 
To

da
y ,

 D
ec

em
be

r 
31

, 1
98
4 

/ F
eb

ru
ar

y 
29

, 1
98
8 

/ A
ug

us
t 
31

, 1
98
8 

/ F
eb

ru
ar

y 
28

, 1
98
9 

/ D
ec

em
be

r 
15

, 1
98
9 

/ S
ep

te
m

be
r 
15

, 1
99
0 

/ M
ay

 3
1,

 

19
91

 / 
A

pr
il 
30

, 1
99
2 

/ J
an

ua
ry

 1
5,

 1
99
3 

/ A
ug

us
t 1
5,

 1
99
3 

/ A
pr

il 
30

. 1
99
6 

/ J
un

e 
30

, 1
99
6.

 / 
Fe

br
ua

ry
 2
3,

 1
99
8 

/ A
ug

us
t 3
0,

 2
00
4.

（
注
）　

＊
19
89
年
11
月
22
～
27
日
の
サ
ー
ベ
イ
は
出
口
調
査
。

　
　
＊
＊

R
aj

iv
 G

an
dh

i元
首
相
暗
殺
前
の
調
査
。
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党の支持を受けて政権樹立に成功している。このような点に注意しつつ1967

年（表 3，表 5）と2004年（表 4，表 6）を比較することにより，会議派，

BJP（1977年以前は「大衆連盟」［Jana Sangh］），共産党などの37年間の支持基

盤の連続性と変化の概要をみることができよう。

　以上の CSDSの 2時点の調査，および選挙委員会が発表する政党支持率

データなどからおおよそ以下のような点が明らかとなっている。すなわち，

第 1に会議派は趨勢として全体的に支持率を落としてきているとはいえ，包

括政党の性格を基本的に維持している。より詳細にみると，高カーストに加

えて，指定カーストや指定部族，ムスリム，そして経済的には貧困層など弱

者層の間で相対的に支持が多いことを特徴として挙げることができる。すな

わち，A・ヒースとヤーダヴ（Heath and Yadav［1999］）のいうように，イン

ド社会の中位階層の間で支持が相対的に薄く，周辺的な部分で支持が多いの

であるが，それは会議派の伝統的特徴⒅である。第 2に，「ヒンドゥー民族

主義」を掲げる大衆連盟／BJPは高カーストまたは経済的に豊かなヒンドゥ

ーが基本的支持基盤であったが，成長するにつれ支持基盤を中位カースト／

表 3　1967年連邦下院および州議会総選挙―カースト・コミュニティと支持政党―

（％）

カースト・コミュニティ サンプ
ル全体
の比率

会議派 スワタ
ントラ
（＝「自
由党」）

大衆連
盟

共産党 社会党 地方政
党

高位カースト （31.2） 31.0 36.0 50.0 26.2 31.6 10.5
中位カースト （13.4） 12.4 7.0 13.8 13.8 8.4 29.0
下位カースト （20.3） 20.0 28.0 15.9 33.8 24.2 8.9
指定カースト・指定部族 （20.5） 21.0 13.0 18.1 17.5 29.5 21.0
ムスリム （11.3） 12.4 16.0 2.2 6.3 6.3 17.7
その他宗教 （3.2） 3.1 0.0 0.0 2.5 0.0 12.9
不明 （0.1） 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
合計 （100.0） 100.1 100.0 100.0 100.1 100.0 100.0

（出所）　Sheth［1975: 151］。
（注） 1）　サンプリングは全インドから層化無作為抽出法によって，N＝1,377。
　　 2）　「大衆連盟」は1980年以降の BJPとほぼ同じである。
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OBCsなどの階層に広げてきたことがわかる。V・B・シンがまとめた他の

CSDSの調査によれば，それは1980年代から1990年代中頃までに起こってい

る（Singh［1997］）。しかし，ムスリムの間では伝統的にほとんど支持がなく，

地域的には南部，東部で弱い。第 3にインド共産党（マルクス主義）および

インド共産党など，共産党や左派政党は地域的に西ベンガル州やケーララな

どに支持基盤が限定されていることが基本的特徴である。他の政党と比べて

貧困層の間で支持が高いが，それほどはっきりとした特徴ではない。

　CSDSの調査はサンプリングも組織的に行われており，サンプル数も多い

ことから信頼に足るものと考えられる。よって CSDSの個票データを集計

した以上の表から投票者の社会的属性は投票行動の重要な説明変数であるこ

とがわかるが，本章ではエスニシティにもとづく投票行動のうち，宗派にも

表 4　2004年連邦下院選挙―カースト・コミュニティ別支持政党―

（％）

カースト・
コミュニティ

サンプル数
（比率％）

統一
進歩
連合

会議
派　

会議
派の
協力
政党

国民
民主
連合

BJP

B J P
の協
力政
党　

左翼
政党

大衆
社会
党　

社会
主義
党　

高位カースト 3,552　（15.7） 10.5 12.7 4.7 24.5 30.8 14.6 17.7 3.1 9.4
農民有産階層 1,907　（8.5） 8.7 7.5 11.8 11.0 9.6 13.3 4.2 1.7 5.1
OBCs上位 4,516　（20.0） 20.0 17.7 26.0 21.7 19.1 25.7 10.0 12.0 32.0
OBCs下位 3,602　（16.0） 16.0 14.1 20.7 17.3 16.7 18.2 20.0 9.6 12.8
被抑圧階級
（指定カースト）

3,632　（16.1） 16.5 17.3 14.5 10.3 8.8 12.6 20.1 67.6 9.7

部族民
（指定部族）

1,697　（7.5） 8.8 10.1 5.3 6.9 8.9 3.8 7.5 - -

ムスリム 2,227　（9.9） 14.5 14.0 15.8 3.0 3.1 2.8 8.6 5.9 31.6
シク教徒 　 559　（2.5） 1.8 2.4 0.2 3.2 2.0 5.1 2.5 2.5 1.5
キリスト教徒 　 767　（3.4） 5.1 5.1 5.1 2.0 0.9 3.6 4.7 0.7 -
その他 　 113　（0.5） 0.4 0.4 0.3 0.4 0.4 0.5 1.4 0.3 0.1
計 22,567（100.0） 100 100 100 100 100 100 100 100 100

（出所）　Yadav［2004: 5390］より筆者作成。
（注） 1）　-は 1％以下。
　　 2）　もとの表は各行の方向に比率を求めているが，表 3との比較可能にするため縦方向に
比率を求めた。
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とづくものを中心に分析したい。すでに述べたように，1980年代後半以降，

BJPの成長と，コミュナリズムおよびヒンドゥー民族主義の拡大という現象

があり，政治社会に大きなインパクトを与えたからである。両者はお互いに

密接な関係にあり，BJPの成長がヒンドゥー民族主義の拡大を進め，それが

さらに選挙で BJPの成長を促進するという関係にあった。BJPの躍進をコミ

ュナリズムまたはヒンドゥー民族主義だけで説明するのは間違いであるが，

それはきわめて重要な要因であったといってよい。その結果，1996年の選挙

表 5　1967年連邦下院および州議会総選挙―所得と支持政党―

（％）

所得カテ
ゴリー

サンプル全
体の比率 会議派 スワタントラ

（＝「自由党」）大衆連盟 共産党 社会党 地方政党

最低 （33.6） 34.5 40.0 23.2 36.3 37.9 28.2
低位 （28.0） 27.9 18.0 27.5 25.0 32.6 36.2
中位 （19.0） 19.0 17.0 23.9 16.3 15.8 19.4
高位 （9.6） 7.7 14.0 16.7 16.3 7.4 8.1
不明 （9.8） 10.8 11.0 8.7 6.2 6.3 8.1
計 （100.0） 99.9 100.0 100.0 100.1 100.0 100.0

（出所）　Sheth［1975: 154］。
（注）⑴　サンプリングは全インドから層化無作為抽出法によって，N＝1377。
　　⑵　「大衆連盟」は1980年以降の BJPとほぼ同じである。

表 6　2004年連邦下院選挙―経済階級別支持政党―

（％）

サンプル数
（比率％）

統一
進歩
連合

会議
派

会議
派の
協力
政党

国民
民主
連合

BJP

BJP
の協
力政
党

左翼
政党

大衆
社会
党

社会
主義
党

極貧層 6,803（30.2） 31.1 28.5 37.7 26.1 21.7 32.8 34.8 44.8 30.2
貧困層 7,783（34.5） 35.6 35.2 36.6 34.6 34.2 35.1 31.0 32.0 41.4
中位の下 4,334（19.2） 18.8 20.4 14.8 20.4 21.6 18.1 19.7 14.3 15.4
中位の上 3,630（16.1） 14.5 15.8 10.9 18.9 22.5 14.0 14.5 9.0 12.9
計 22,550（100） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（出所）　Yadav［2004: 5391］より筆者作成。
（注）⑴　階級は所得と資産によって分類される。
　　⑵　もとの表は各行の方向に比率を求めているが，表 5と比較可能にするため縦方向に比率
を求め，行を入れ替えた。
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では BJPは第 1党となり約 2週間ほどであったが初めて中央で政権を樹立

した。また，1998，1999年の選挙では諸政党の協力を得て中央で連合政権を

樹立した。

　BJPとコミュナリズムまたはヒンドゥー民族主義の成長を分析した研究は，

マリックとシン（Malik and Singh［1994］），ジャフレロト（Jaffrelot［1996］），

ハンセン（Hansen［1999］），ゴーシュ（Ghosh［1999］）など多数にのぼる。

しかし，選挙と，コミュナリズムまたはヒンドゥー民族主義の拡大の関係を

定量的に探ったものは少ない。少ないなかで，最も重要なものはウィルキン

ソン（Wilkinson［2004］）であろう。同氏の研究は次に述べるヴァーシュネイ

（Varshney）と共同で作成した宗派間暴動のデータセットをもとに統計的にヒ

ンドゥー・ムスリム間の宗派間暴動の原因を探ったものである。暴動の件数

や死者数を従属変数として，選挙や政党状況，社会経済的変数を独立変数と

して検証を行っている。同氏の分析の中心は選挙や選挙における政党間の政

治的競合が宗派間暴動を引き起こしているのではないかという仮説の検証で

ある。すなわち本章とは逆の因果関係の検証である。この研究に関しては，

問題の設定の仕方などいくつかの無視できない批判はあるが⒆，選挙と宗派

間暴動の関係を調べた定量的研究としては貴重なものであろう⒇。ただし子

細に回帰分析21の結果をみてみると，州議会選挙については同氏の主張に沿

った統計的分析結果が安定的に現れるが，しかし，連邦下院選挙については

統計的有意性のレベルは低く，また，他の変数との組合わせによっては統計

的有意性は安定的に現れない（Wilkinson［2004: 43, 45］）。したがって「過去

の連邦下院選挙」が，「将来の宗派間暴動のあり方」に影響を及ぼすという

仮説は今のところ明確には支持できないと考えられる。

　宗派間暴動と選挙の因果関係を考えるにあたっては P・ブラス（Brass

［2003］）も無視できない研究である。ブラスは主にウッタル・プラデーシュ

州のミクロな事例研究から宗派間暴動は組織する者がおり，そのような者が

何らかの利益を得るために暴動を起こすことをフィールドサーベイにもとづ

くミクロな研究からきわめて説得的に示した22。そのうえでブラスはウィル
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キンソンの仮説を批判して，因果関係は，むしろ，宗派間暴動が選挙におけ

る支持率や政党間の競合に影響を与えるとした（Brass［2003: Chap. 8］）。

　宗派間暴動と選挙政治との関係を考えるためには，どのような社会的空間

でその関係がより発現しやすいか考える必要がある。それについてはヴァー

シュネイの考えが参考になる。ヴァーシュネイは，各宗派「内部」の凝集性

が高く，かつ，宗派「間」の凝集性またはつながりが薄いことが宗派間の亀

裂，そして暴動が生じやすくなる大きな要因であると主張する（Varshney

［2002: 281］）。宗派間のつながりが薄いという点を考えれば，社会的状況と

しては都市部のほうが農村部よりも暴動が起きやすいということになろう。

したがって宗派間暴動と選挙との関係を理解するうえでも都市部のデータが

重要ということになる。この点は重要である。ただし，長期的に大規模な宗

派間暴動にさらされる地域では農村部にも宗派間の亀裂，暴動が定着する。

たとえば2002年 2月のグジャラート州のゴードラ事件を発端とする暴動は農

村部にも及んだ。

　さて，宗派間暴動が投票行動に影響を与えるという仮説の重要性は表 2

（pp. 50～51）の世論調査および以上の検討からも明らかである。特に宗教的

少数派の投票行動に大きな影響を与えると考えられる。それは CSDSの大

標本にもとづく研究から示される。たとえば O・ヒース（Heath［1999］）に

よる CSDSの個票データにもとづくロジット分析によれば，1991年に比べて，

1996年，1998年の選挙ではムスリムの BJPに対する反対票がより鮮明に現

れている（Heath［1999: Table 1］）。これは前述した1992年12月のウッタル・

プラデーシュ州アヨーディヤーのモスク破壊事件に端を発する大規模なヒン

ドゥー対ムスリムの暴動の影響であることは間違いない。表 3のごとく，ム

スリムは従来から大衆連盟／BJPには批判的であったが，それは独立後最大

規模の1992年の宗派間暴動以降，投票行動において決定的になったと考えら

れる。事件後ムスリムの批判的態度が鮮明となったことは，同モスクの位置

する州であるウッタル・プラデーシュ州およびデリーでの個票調査にもとづ

く，チッバーとミスラ（Chhibber and Misra［1993］）の研究でも明らかである23。
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　同事件の投票行動への影響は以下の通りである。第 1にムスリムは，従来

から反 BJPで，「BJP以外の政党」に投票するという点では事件前後であま

り大きな変化はなかったと考えられる。しかし，その「BJP以外の政党」と

いう部分では大きな変化があったと考えられる。すなわち，宗教的少数派を

保護してくれる政党として従来は会議派にムスリムの投票が集まったが

（Dheer［1990］），事件を防げなかったことで，その神話が崩れ，会議派から

地方政党や左翼政党に支持が流れた。CSDSの調査によれば，ムスリムの会

議派支持率は1991年は46％であったが，1996年には28％に急減している24。

宗派対立が激化している時期においてはムスリム少数派住民は必ずしも本来

の支持政党ではないが，ムスリムの安全を最大限に保障してくれるような政

党に戦略的に投票するともいわれている25。多くのムスリムはこの役割を会

議派はもはや果たせないと判断したのである。第 2に，ヒンドゥーの一定の

部分は反ムスリム感情の高揚によって BJPへの支持を鮮明にした。量的変

動でいえばこの変化が最も大きいといえるかもしれない。それは特にムスリ

ム多住地域のヒンドゥーについていえる。宗派間暴動の後，しばしばムスリ

ム多住地域で BJPの支持率が大きく伸びることがあるが，これはムスリム

票が BJPに流れるのではなくて，宗派的分極化の結果として，それまで必

ずしも BJP支持でなかったヒンドゥーが BJPの支持にまわるからと考えら

れる。

　以上のように選挙と宗派間暴動の因果関係については，連邦下院選挙レベ

ルでは宗派間暴動が連邦下院選挙に影響を与えるという仮説には明確な実証

的根拠があるが，逆に，連邦下院選挙が宗派間暴動に影響するということを

示す根拠は弱い。したがって本章でも宗派間暴動が連邦下院選挙に影響を与

えるという前提に立って分析を行う。分析すべきは，「宗派間暴動が連邦下

院選挙に影響を与える」という関係が，どのような場合に，どのようなかた

ちで，そしてどの程度現れてくるかという点である。これに関しては社会的

空間として都市部，そして宗教的少数派という要因が重要であることが従来

の研究からわかる。
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3．経済投票

　経済的な争点は表 2（pp. 50～51）のように選挙時に人々の問題意識に大き

な影響を与えている。経済状況の悪化という争点は通常政府に対する批判的

な投票に結び付く。世論調査は個票調査であり投票行動を直接的に検証でき

るため有用で，特に表 2のような全インドにわたる大規模な個票データによ

る調査は重要性が高い。しかし，選挙予想の一環として行われる世論調査は

大規模ではあるが，サンプリングの詳細が公表されていない，質問項目が政

党選好に特化し，他の項目が不十分といった限界がある。

　一方，叙述的な研究では経済実績が投票行動を大きく左右してきたことが

示されている。特に1965，1966年の 2年続きの干魃による農業不振を契機と

する経済危機，1973年および1979年の石油ショックによる物価高騰は当時の

中央政府与党の評価を大きく損ね，会議派，および（1979年の場合は）ジャ

ナター党の支持率の大幅な減少を招いた。図 1は対前年度比卸売物価である

が，1960年代から1980年代の物価のピークとインド全体の政治の大きな変動

は経験的にみるとかなり対応している。特に1973年から始まる経済危機は硬

直的な社会主義的経済政策の矛盾とも相まって，会議派政権の危機というだ

けでなく，約 2年間続く国内非常事態宣言というかたちで民主主義体制の停

止という事態となった。1975年の政府内務省自身の説明（Ministry of Home 

Affairs［Government of India］［1975］）でも，物価高と食糧不足が治安問題に

つながりそれが民主主義体制の危機につながったことが明確に示されてい

る26。そのような過程を最も説得的に描いているのはフランケル（Frankel

［1978］）である。連邦下院議員選挙のデータの統計的分析からみても独立後

の連邦下院選挙で最も重要な転機となったのは1977年の選挙であることはヴ

ァンデルボク（Vanderbok［1990］）や近藤（Kondo［2003: Chap. 3］）などの研

究で示されるが，その大きな原因は経済危機にあった。これ以降，連邦下院

選挙では政党の支持率の変動が激しくなり，特に1989年の選挙以降は中央レ
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ベルでも政権交代が頻発するようになる。それとともに選挙研究においては

与党に対する業績評価の影響が顕在化してきたといわれ，「反現職要因」

（anti-incumbency）27が頻繁に語られるようになった。その中核が経済実績を

通しての政府の評価にあることは間違いないと思われる28。

　以上のように，経済的業績が与党に対する選挙民の評価，通常は批判的評

価，につながることは明らかで29，確かめられるべきは，「どのように」そ

して「どの程度」影響を与えるかということである。この点を検証するため

には統計的な分析手法による研究が必要となる。

　インドで中央，州レベルで統計的に「経済投票」を検証したものは少ない。

そのなかでも1967年の選挙において個票データにもとづき，経済的苦境感が

与党会議派への投票の減少につながることを直接的に示したエルダースヴェ
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図 1　対前年度比卸売物価
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ルド（Eldersveld［1970］）は重要な調査である。サンプル数は約2000程度で

ある。また，メーヤーとマルコム（Meyer and Malcolm［1993］）は1957年から

1984年までの選挙を対象として， 1人あたり所得の変動と与党の支持率の変

動に統計的に有意な正の相関関係を見出した。彼らの研究は他の変数をコン

トロールしないで， 2変数の相関のみを単純にみたもので，しかも，全イン

ドレベルの集計データよりも州レベルのデータを使った場合のほうが，統計

的有意性のレベルは低下しているという，信頼性の点では問題を含むもので

あった。サンプル数を増やしたほうが不明確な結果が出る場合，推測される

ひとつの理由は，他の重要な説明変数が投入されていないことにあると考え

られる30。

　「経済投票」は，経済実績を媒介とする「選挙民→与党」という方向にお

ける影響力の伝達であるが，逆に「与党→選挙民」という方向における影響

力の伝達がある。これは狭義の意味では「経済投票」には入らないが，密接

に関係するので，ここで触れてみたい。なぜなら，これと前者が組み合わさ

って「与党→選挙民→与党→…」という選挙を介して続く民主主義政治のフ

ィードバックのサイクルを形成しているからである。

　与党が再選を果たすために経済政策によって選挙民の支持を得るという仮

説は「政治予算サイクル」（Political Budget Cycle）と一般に呼ばれるが，イン

ドについてそれを検証したのが，チョードリー（Chowdhury［1993］），チッ

バー（Chhibber［1995］），およびラルヴァニ（Lalvani［1999］）である。チョ

ードリーは1960年から1991年の連邦下院選挙を対象にして，経済状況と選挙

のタイミングの関係を検証した。彼は政治予算サイクル仮説を，与党が経済

の好況の波に選挙のタイミングを合わせる，すなわち議会解散総選挙のタイ

ミングを決めるとする「政治的波乗り仮説」（political surfing），および，それ

と逆に財政金融政策を操作し投票時に良好な経済状況を作り出すとする「政

府操作仮説」（manipulative cabinet）の 2つに整理した。どちらの仮説も「与

党→選挙民」という方向における影響力の伝達の形態を示す仮説である。 2

つの仮説にそった 2本の同時方程式から統計的検証の結果，「政治的波乗り
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仮説」には十分な根拠が示されたが，「政府操作仮説」については，十分な

根拠は見出せなかった。一方，チッバーは中央政府から州政府へのローン，

食糧供給，補助金支出が，連邦および州議会選挙のサイクルと統計的に密接

な関係があるかどうか検証し，いずれの場合も1967年以降，統計的に有意な

関係を見出した。1967年以降のインド政治ではそれまでの会議派の一党優位

体制が崩れ，次第に地方政党が成長し，会議派はそれらの政党と激しい競争

をせざるをえなくなったが，そのような競合状況が会議派政権をして選挙に

同調するかたちでの分配サイクルを現出させている大きな原因であるという。

一方，ラルヴァニは政治家が選挙においてさまざまなロビー団体，階層の支

持を得るための予算措置を行うという仮説のもとに，連邦下院選挙のサイク

ルと，財政支出，金融政策などさまざまな予算措置との相関を検証した。回

帰分析の結果によると，補助金，開発支出などでは，政治予算サイクルが確

認できるという。

　これらの政治予算サイクルの研究は「与党→選挙のタイミング，予算編

成」という過程までは，かなり明確な統計的有意性を見出しているが，その

先の，「選挙のタイミング，予算編成→経済実績」という関係については必

ずしも明確な統計的有意性を見出していない。経済実績を決めるのは当然の

ことながら経済政策だけではないからである。また，仮に政府の政策によっ

て経済実績が上昇したとしてもそれは必ずしもストレートに選挙民の評価上

昇につながらない場合が多い。したがって仮に与党が経済政策面で選挙対策

を行ったとしても，それが最終的に選挙民の支持を得られるように作用する

かどうかは定かではない。

　以上のように，これまでの研究では「経済投票」は実在し，それが与党を

して「政治予算サイクル」を生み出す圧力となっている，という基本線は明

らかになっているが，しかし，予算＝短期的経済政策が成功するかどうかは

他の多くの条件に依存し，それを予見することはほぼ不可能であり，この部

分でサイクルの環は開いている。いずれにせよ，研究は少なく不十分なまま

である。特にインドの政治において重要と思われる物価と投票行動の統計的
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分析は不十分で，その研究の空白部分を埋めていくことが必要となる。

　以上のように宗派間亀裂・暴動の投票行動への影響や，経済投票は政党の

支持率，ひいては政権の成立に大きな影響を与える。したがってそれらの投

票行動は，民主主義システムのフィードバックにおいて重要な意味を持って

いるといえよう。前述の世論調査の表 2（pp. 50～51）でも，物価などの経済

評価，そして，宗派間暴動などによる宗派問題は，選挙民にとって非常に重

要な争点であることが示されており，これらを研究対象とすることは大きな

意味がある。以下で具体的な分析に入る。

第 2節　選挙におけるヒンドゥー多数派と宗教少数派

　「コミュナリズム」や「ヒンドゥー民族主義」が BJPの成長と密接に関連

していることはすでに述べた。しかしそれが現代インドの政治社会を考える

うえで重要な理由は次の通りである。すなわち，宗教，言語，カーストなど

多様なエスニシティの基盤が混在する複雑な社会で，ヒンドゥー民族主義が

「民族主義」といわれるひとつの大きな理由はそのような下位集団の複雑さ，

亀裂を「ヒンドゥー」という大概念の下に強引に統合しようとする所にあ

る31。そしてその結果として排他的な「ヒンドゥー多数派」が形成されれば，

非ヒンドゥーに大きな緊張を強い，社会に深刻な亀裂を走らせる可能性を高

めるからである。とりわけ1947年の分離独立はヒンドゥーとムスリムの間の

歴史的トラウマとなっており，インド内のムスリムにとって「ヒンドゥー多

数派」の民族主義の高揚は脅威である。多数派ヒンドゥーが排他的となれば

人口比からも少数派にとって社会的圧迫感は相当なものとなる。1961年セン

サスではヒンドゥーは全人口の約83％，ムスリムは11％，2001年センサスで

は各々，80％，13％であった。非ヒンドゥー人口の内，ムスリムは1961年で

は約65％，2001年では69％を占め非ヒンドゥーの 3分の 2を占める。現在ま
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で全インド規模で字義通りに「ヒンドゥー多数派」が成立したことはないが，

それを強引に浸透させようとする政党の活動や，宗派間暴動の多発は宗派間

の亀裂を拡大し，ヒンドゥー対非ヒンドゥーの対立の構図を鮮明にするであ

ろう。それは投票行動にも現れるはずである。以上のような重要性のゆえに

この節ではヒンドゥー対非ヒンドゥーの投票行動に焦点をあてる。

1．ヒンドゥー多数派と宗教的少数派の政治的亀裂

　注意すべき点としては，宗派などの社会的属性に違いがあるからといって

その影響が投票行動に必ず現れるとは限らないということである。たとえば

前述したごとく，村のパンチャーヤットレベルでは宗派の違いが大きな社会

的緊張のもとになることは稀であるし，また，そのレベルでは宗派間の亀裂

を政治の場に集約する政党の存在もきわめて希薄で，したがって，宗派の違

いが選挙に持ち込まれる可能性は低い。宗教的少数派の投票行動の違いが顕

在化するためには違いを際だたせる「争点」，すなわち宗派間の亀裂をあお

る事件とその受け皿が必要となる。ヒンドゥーとムスリムが違った政党に投

票する傾向が顕在化する可能性が高いのは，たとえばヒンドゥーとムスリム

の間の暴力事件（＝争点）が発生し，かつ，ヒンドゥー多数派の利益を第 1

とする政党（＝受け皿）が存在するようなときである。

　いうまでもなくヒンドゥー・ムスリム間の関係はパキスタンとの分離独立

後も常に問題になってきた。図 2は1945年以降のヒンドゥー・ムスリム宗派

間暴動件数，死亡者数である。死亡者数をみれば分離独立時のヒンドゥー対

ムスリムの衝突がいかに大きいものであったかが理解できよう。その後，

1950年代から1970年代まで全体的に暴動は低レベルであったが，1980年代中

頃以降，事態が悪化していることがわかる。そのピークは1992年のアヨーデ

ィヤー事件であった。このような争点の存在に加えて争点の受け皿として

BJPの存在があり，コミュナリズム，ヒンドゥー民族主義が高揚した場合は

BJPへの支持が増大した32。以上のようにヒンドゥーとムスリムの間では亀
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裂が顕在化し，それが選挙においても現れる可能性は常にある。

　その他の宗教的少数派に関しては，1980年代以降の BJPやその「親組織」

でヒンドゥー民族主義を掲げる「民族奉仕団」（Rashtriya Swayamsevak 

Sangh：RSS）など，いわゆる「ヒンドゥー・ナショナリスト」勢力の運動の

活発化はキリスト教徒の襲撃事件などを引き起こし，ヒンドゥーとキリスト

教徒の亀裂を深めている。また，人口の約1.9％（2001年人口センサス）を占

めるシク教徒にしても1984年のインディラ・ガンディー首相暗殺事件と反シ

ク暴動，その後1990年代初めまで続いたシク教徒過激派と政府治安機関の間

の暴力の応酬は従来社会的に親密とみられていたヒンドゥーとシク教徒の関

係に大きな亀裂をもたらした。

　このように宗教的少数派対ヒンドゥー多数派というヒンドゥー民族主義の

構図が否応なく争点化されたのが1980年代後半から1990年代であった。そし

て，ヒンドゥー民族主義を支持する人々の受け皿として機能したのが BJP

であり，そのような政治社会的展開のあおりを受けたのが会議派であった。

宗派間の亀裂が政治，社会情勢に応じて常に大きく現れる可能性が高い状況

では宗派別の投票行動を分析することは重要である。ここでは各宗派別の投

票率や政党支持率を検討して宗教的マイノリティが政治状況に応じてどのよ

うな投票行動をとってきたか検証したい。

2．宗派間の亀裂と投票行動

　本章の統計的分析はマクロな集計データを使って行う。しかし各宗派別の

マクロな投票率や政党支持率は通常の回帰分析ではうまく推定できない。そ

のような情報は基本的には個票データでしか明らかにならない。個票データ

としては大規模な世論調査データなどが有益であるが，すでに述べたように

CSDSの一連の調査が最も重要なものであろう。第 1節で例示したように，

たとえば独立後，ムスリムのほとんどは反大衆連盟／BJPであることはきわ

めてはっきりとしている。しかしムスリムが反大衆連盟／BJPの反面として
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会議派を常に支持してきたかといえば，そうではなくて時期的に大きな変動

がある。よって長期的な宗派別の投票率や政党支持率を推定する必要がある

が，長期的，かつ広範囲な地域の推定を行う場合は選挙委員会のマクロな集

計データに頼らざるをえない。しかし通常の回帰分析ではそれは非常に難し

い。それをあえてやろうとすると，以下のようないわゆる「生態学的」誤

謬33を引き起こす可能性がある。

　たとえば，宗派間暴動が起こって宗派間の緊張が高まっている場合，ムス
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（出所）　Wilkinson［2004:Appendix］より筆者作成。
（注）⑴　両氏のデータは基本的に政府資料や新聞報道に依拠して作成されたものである。1946
年から1947年の分離独立のころヒンドゥーとムスリムの間の暴動はあまりに大規模であったた
め，その件数，死者数は正確に把握できていないと思われる。よって分離独立期の数値はかな
り信頼性が低いといわざるをえない。
　　⑵　基本的にヒンドゥー・ムスリム間の暴動に関連するデータであり，テロなどによるもの
は含まれていない。

図 2　ヒンドゥー・ムスリム宗派間暴動による暴動件数（件），および，死亡者（人）
―全インド計―
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リムの人口割合が高い地域でかえって BJPの支持率が高くなる場合が多く

みられる。これにより，ムスリムがより多く BJPに投票していると推定す

ること，これが「生態学的誤謬」である。実際には個票データからムスリム

が BJPに投票する可能性はほとんどないことはきわめて明白である。暴動

などが起こった場合，ムスリムが多い地域ほどヒンドゥーがムスリムに脅威

感を強く抱き，BJPに投票する傾向が強くなり，結果として BJPの支持率が

上昇するというのが実態と考えられる。ムスリムが人口の半分を超える選挙

区はほとんどないので，集計するとヒンドゥーの BJP支持効果が強く出て，

ムスリム人口比が高く（といっても50％以下），脅威感の効果が顕在化しやす

い選挙区ほど BJPの支持率が高くなるという結果となる。

　このように，ヒンドゥーと非ヒンドゥー，とりわけムスリムの別々の選挙

データがないため，従来の回帰分析では各々別々の投票率や政党支持率を得

ることがきわめて困難である。こうした限界を乗り越えるために開発された

のがキング（King［1997］）の「生態学的推定」方法である。

　投票率を例にその方法を簡単に述べよう。次の⑴式がグッドマン（Good-

man）型，すなわち従来型の回帰式の定式化であるが，従来の推定では前提

として，選挙区が違っても（iが違っても）係数は変化ない，すなわち bi
b＝

Bb，bi
w＝ Bwとされた。しかし，実際これは不合理である。なぜなら選挙区

ごとの投票率と非ヒンドゥー人口比によって bi
bと bi

wの取りうる範囲

（bounds）は変わるからで，投票率と非ヒンドゥー人口比が選挙区によって

変わってくる以上，bi
bと bi

wも変化すると考えるのが自然であるからである。

この制約条件を導入し，さらに bi
bと bi

wが 2変量正規分布をするという仮

定などを導入して，最尤法などの手法で選挙区ごとの bi
bと bi

wをすべて推

定するのが，キングの生態学的推定である。全体の平均は bi
bと bi

wを各々

の選挙区人口をウェイトとして平均することによって求めることができる。

個々の選挙区で非ヒンドゥーとヒンドゥー各々の投票率が推定されれば投票

人口中の非ヒンドゥーとヒンドゥーの割合が推定できるので，それを使って

次の段階で非ヒンドゥーとヒンドゥー別々の会議派支持率が同じプロセスで
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推定できる34。

Ti＝ bi
b× Xi＋ bi

w×（1－ Xi） ⑴

i： 選挙区

Ti： 選挙区の投票率

Xi，（1－ Xi）： 選挙区の非ヒンドゥー人口比（ 0～ 1）およびヒンド

ゥー人口比（ 1～ 0）

bi
b： 非ヒンドゥーの投票率（ 0～ 1）

bi
w： ヒンドゥーの投票率（ 0～ 1）

　キングの方法は，bi
bと bi

wが 2変量正規分布するという想定など，いく

つかの前提にもとづいており，その前提が実際のデータで成り立たない場合

は有効性は高くないであろう。しかしたとえば bi
bと bi

wの取りうる範囲が

定義的に限定されるという点を推定に導入していることだけでも従来の推定

法より大きく優れていることは間違いなく，適用するメリットは高い。デー

タセットはインドの主要州について筆者が整備した，連邦下院選挙データ，

センサスデータ，バッラ（G. S. Bhalla）の農業生産性データを県レベルで整

合したものである（Kondo［2003: 182-193］）。キングの方法によって得られた

推定結果が表 7，8である。ヒンドゥーと非ヒンドゥー各々の投票率や会議

派支持率とともに，参考までにその標準偏差も示した。それらをグラフ化し

たものが図 3， 4である。

　キングの方法による推定結果から，長期的な傾向をみるときわめて興味深

い変動が読みとれる。まず投票率の全体的傾向を検討すると，少数派たる非

ヒンドゥーは多数派のヒンドゥーよりも常に投票率が高い。すなわち政治参

加に敏感である。特に1950年代と1990年代前半という宗派間の緊張が顕著に

高かった時期には両者の投票率の差は大きい。ムスリムなど宗教的少数派は

ヒンドゥーが 8割を占める国に住む以上，宗派間の緊張が高まったり，暴動



68

表 7　ヒンドゥーと非ヒンドゥー各々の投票率の推定―キングの生態学的推定
方法の適用―

選挙年 観測数
非ヒンドゥーの
投票率

ヒンドゥーの
投票率

⑶の標準偏差 ⑷の標準偏差

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹
1957 261 0.7191 0.4333 0.0224 0.0040
1962 269 0.7241 0.4926 0.0152 0.0028
1967 274 0.7501 0.5519 0.0175 0.0033
1971 227 0.6380 0.4855 0.0150 0.0027
1977 248 0.7401 0.5424 0.0237 0.0046
1980 253 0.6805 0.5111 0.0228 0.0044
1984 259 0.7603 0.5815 0.0284 0.0055
1989 256 0.7117 0.5741 0.0219 0.0043
1991 232 0.8364 0.4918 0.0306 0.0057
1996 264 0.7507 0.5168 0.0201 0.0043
1998 227 0.7205 0.5909 0.0239 0.0043
1999 231 0.7301 0.5624 0.0196 0.0040

（出所）　筆者算出。推定のためのプログラム“EzI”はキングの HP，http://gking.harvard.edu/か
らダウンロードした。

表 8　ヒンドゥーと非ヒンドゥー各々の会議派支持率の推定―キングの生態学
的推定方法の適用―

選挙年 観測数
非ヒンドゥーの会
議派支持率

ヒンドゥーの会議
派支持率

⑶の標準偏差 ⑷の標準偏差

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹
1957 261 0.4991 0.4825 0.0190 0.0056
1962 269 0.4030 0.4675 0.0131 0.0035
1967 274 0.3315 0.4301 0.0199 0.0051
1971 227 0.5932 0.5297 0.0281 0.0067
1977 248 0.3472 0.3883 0.0199 0.0052
1980 253 0.4671 0.4582 0.0223 0.0057
1984 259 0.3509 0.5382 0.0201 0.0051
1989 256 0.2930 0.4249 0.0236 0.0057
1991 232 0.1796 0.4323 0.0231 0.0074
1996 264 0.2506 0.2990 0.0145 0.0045
1998 227 0.4833 0.2671 0.0127 0.0028
1999 231 0.2995 0.3508 0.0204 0.0054

（出所）　筆者算出。推定のためのプログラム“EzI”はキングの HP，http://gking.harvard.edu/か
らダウンロードした。
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が起こったりする場合，真っ先に犠牲になるリスクがある。そのような脆弱

な立場にある少数派は政治参加によって政治に影響を与え，リスクを押さえ

ようとしているものと考えられる。

　次に会議派支持率に関しても興味深い推定結果が得られた。第 1の特徴は

全体的にみるとヒンドゥーの会議派支持率よりも非ヒンドゥーのそれのほう
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（出所）　表 7より。

図 3　ヒンドゥーと非ヒンドゥー各々の投票率の推定―キングの生態学的推定
方法の適用―
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（出所）　表 8より。

図 4　ヒンドゥーと非ヒンドゥーの会議派支持率の推定―キングの生態学的推
定方法の適用―



70

が，より変動の幅が大きい，つまり，政治に敏感に反応しているという点で

ある。これは投票率の趨勢と一致する現象である。たとえば，1967年の経済

困窮期にはより与党会議派に批判的，つまり，ヒンドゥーよりも会議派支持

率が小さくなっているのに対し，1971年の選挙でインディラ・ガンディー会

議派が「貧困追放」を掲げて全般的に人気が高まると非ヒンドゥーはより高

い支持率をみせる。政治に対する敏感性がヒンドゥーよりも高いことは明ら

かであろう。第 2の特徴は1980年代から1990年代前半に全般的に会議派支持

率が低下する傾向のなかで，非ヒンドゥーの会議派支持率はヒンドゥーより

も顕著に低くなってしまったという点である。この時期に宗派間の亀裂が大

きくなり，ややもすれば暴動が起こる状況で，少数派は危機感を抱いたこと

は間違いない。1984年の反シク暴動，1992年から翌1993年にかけてのヒンド

ゥー・ムスリム暴動ではヒンドゥーより宗教的少数派のほうが圧倒的に犠牲

者数は多かったと推定されている。それがヒンドゥー多数派の票を得ようと

するあまり，少数派の安全を確保できない会議派への失望と，他の政党への

支持の鞍替え，という結果になっている。これはさまざまな質的研究でいわ

れていることであって（Chandra［1993］，Hasan［1998: Chap. 5］），それが統計

的にも裏付けられたということになる。

　最後にキングの方法によって，非ヒンドゥーの会議派支持率の分布を非ヒ

ンドゥー人口割合に関してみてみたい。1999年の選挙におけるその推定を一

例として図 5に示した。従来，ひとつの仮説として，少数派はその人口が少

なく多数派からの脅威に対抗することが難しい地域では，本来の支持政党と

いうよりは自らの身の安全を図ってくれる政党に戦略的に投票するという考

えがある。すなわち非ヒンドゥー人口比によって会議派支持率が変わってく

るという仮定である。しかし，図 5をみる限り，そのような関係ははっきり

しないといえる。他のすべての選挙でもそうである。これは，おそらくヒン

ドゥーが人口の約 8割を占めるという状況のなかでは非ヒンドゥー人口が多

い地域といえども，多数派ヒンドゥーに囲まれた少数派という認識の「強

さ」はあまり変わりがないからと考えられる。
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　以上，非ヒンドゥーが一般に政治的に敏感な存在であるということが実証

的に確かめられた。非ヒンドゥーの投票率は独立以来一貫して高く，また，

政治状況に応じて政党支持率はより敏感に反応する。そのような敏感性はヒ

ンドゥー多数派と非ヒンドゥーの亀裂が1980年代から1990年代半ばにかけて

高まった時期には会議派からの逃避というかたちで明確に現れているといえ

よう。

　それでは表 2（pp. 50～51）の世論調査における最も重要な争点である「物

価」など経済的争点を焦点とする経済投票は投票行動でどのような地位を占

め，宗派間の亀裂投票とどのような関係にあるのであろうか，次の節でこの

点を検討する。
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図 5　1999年の連邦下院選挙における非ヒンドゥーの会議派支持率―キングの
生態学的推定方法の適用―
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第 3節　経済投票とヒンドゥー・ムスリム間の宗派間亀裂に
よる投票

　この節では経済投票と宗派間亀裂による投票行動の長期的傾向を検証する。

具体的には，会議派支持率の変化を被説明変数として，物価や所得水準の変

動，ヒンドゥー・ムスリム間の暴動などを被説明変数として関係を把握する。

統計的検証ではマクロな集計データを用いるが，注意すべき点はここでは

「都市部を含む地域」のデータをもとに検証を行うという点である。基本的

な理由は，農村部に比べて都市部のほうが経済投票にしろ宗派間亀裂投票に

しろ，よりはっきりと現れてくると考えられるからである。1973年や1979年

の石油ショックによる物価高騰の影響がデモや暴動というかたちをとって明

確に現れたのは都市部である35。宗派間暴動についてはすでにそれが都市部

で多発する現象であることを述べた。よって， 2つの投票行動を検証するた

めには都市部をいくらかでも含む地域のデータで検証することが効率的であ

ろう。またそれによって「都市化率」の影響も推定できる。このような理由

に加えて，分析で使う物価データは「工業労働者消費者物価指数」（Consum-

er Prices Index for Industrial Workers）であり，これは都市部を含む地域でこそ

意味を持つ指標である。ここで扱う「都市部を含む地域」（以下「サンプル地

域」とする）の都市化率は 5％から77％に拡散している。

　以下の分析は 2段階に分けて行う。第 1段階にあたるこの節では統計的な

方法論を説明したあとで，全体的な概要を把握するため，対象となる1962年

から1999年の選挙のデータをプールしたデータセットで物価，所得変化，暴

動の影響を検証する。第 2段階では同じデータセットにもとづいて各選挙を

個々に分析する。統計的検証のためには観測数を増やすことが望ましいが，

しかし，選挙はその時々の固有の政治状況のなかで行われているため，それ

らをプールすると明示的に把握できない多様な要因が潜在的に含まれるにも

かかわらず，出力された計算結果からはそれらを推論できないという結果と

なってしまうからである。
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1．分析の手順

　まず被説明変数は会議派の支持率の変動で，説明変数は，経済業績変数，

宗派間の緊張を表す変数，そしてその他の重要と思われる変数である。政党

に関しては本章ではデータの制約から会議派のみにとどめたい。会議派は独

立以降常に最大かつ最も包括的な政党であったし，1977～1980年，1989～

1991年，1996～2004年の期間を除き，中央政府与党であり，経済にせよ，暴

動など社会問題にせよ，責任を有権者から問われる政党であった。また，会

議派は1999年の選挙までほとんどの選挙区で候補者を立てておりデータの欠

損がほとんどないことも重要である。しかし，2004年の選挙では会議派は地

方政党との連合戦略を大々的に進めたために多くの選挙区で候補者を立てて

いないし，候補者を立てた場合でも協力政党の支援を受けたりすることがあ

り，投票者の政党選択を検証するためにはきわめて複雑な状況となっており，

分析対象とすることを断念した。また，1999年以降国民民主連合（National 

Democratic Alliance：NDA）の中心となっている BJPなど他の主要政党につい

ても同じ問題が発生し，分析対象とすることを断念した。会議派の支持率は

前選挙からの「階差」を取り，被説明変数とした。階差を取ることによって，

両期間中変動しないと考えられる潜在的な変数の影響を取り除くことができ

るからである。

　説明変数では，経済変数については所得と物価を用意した。所得レベルの

指標に関しては各選挙区や県レベルのデータは存在しないので，G・S・バ

ッラと G・シン（G.S. Bhalla and Gurmail Singh）が整理した県レベルの農業生

産性データ（Bhalla and Singh［2001］）を代用する。前述したように本章のサ

ンプル地域は都市部を含むデータとはいえ，実際の都市化率は高くはなく，

また，都市と農村間の一定の経済的連続性も想定でき，農業生産性は所得の

代理変数として有効と考える。

　物価変数に関してはいくつかのシリーズがあるが，本章で使用するのは
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「工業労働者消費者物価指数」とする36。この選択には 2つの主な理由がある。

第 1の理由は，統計的検定のためにサンプル数をある程度確保する必要があ

るからである。工業労働者消費者物価指数は都市部を中心として全インドで

1960年以降は50カ所で，1982年以降は70カ所で月ごとに定点観測されており，

一定のサンプル数が確保できる。第 2の理由は，物価指数のなかでも同指数

は「都市部非肉体労働者消費者物価指数」と比べて都市部の大衆の生活に直

接的に関連する物価指標としてより適切であると考えられる点である。都市

部ではホワイトカラーなど非肉体労働者よりも工業労働者のほうが数的に多

いであろう。したがって後者の指標のほうが，より大衆の生活感覚に合う指

標を提供すると考えられる。物価上昇率の観測対象期間は検証の過程で決定

する。

　宗派間の緊張を表す変数としては，ヒンドゥーとムスリムの間の宗派間暴

動件数を取り上げる。これはウィルキンソンとヴァーシュネイが Times of 

India紙などをもとに作り上げた1950年から1995年までのデータベース

（Wilkinson ed.［2005: Appendix］）から得た37。両氏のデータは暴動の日にちや

継続日数，死亡者数や負傷者数などが詳細かつ包括的に記載されており有用

なものとなっている。ただし，本章では両氏のデータを加工して使用する。

具体的には当該都市を含む州全体での選挙前 5年間の累積暴動件数を使う。

これにはいくつかの理由がある。まず，データの正確さの問題がある。特に

死亡者数や負傷者数のデータは正確さを期しがたいと考えられる。それに対

して暴動件数はより正確に把握されるであろう。また州全体の暴動件数を合

算してその州全体にあてはめるのは，宗派間暴動の情報は比較的短期間に拡

散しやすいと考えられるからである。別の都市での暴動であっても投票行動

は影響を被るであろう。たとえば1992年12月のアヨーディヤー事件などは全

インド的な影響があった。ただし，それほど大規模でない暴動の影響は一定

の地理的文化的連続性の範囲で収まるであろう。通常そのような連続性がと

ぎれる可能性が高いのは州境であると考えられるので，結局暴動の影響が一

様に及ぶ範囲として州を考えることは意味がある。暴動が選挙民の心理に影
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響を与え続ける期間は定かではないがここでは選挙前 5年間の累積を取り影

響を調べた38。

　問題点としては両氏のデータは1995年までしかないのでそれ以降の分析に

使うのは難しい点である。しかし本章では1996年の選挙に関して1992年から

1995年までの累積データをあてはめて使った。理由は1992年12月の大暴動の

後，宗派主義に反対する一般的な雰囲気や政治状況が広がり，治安維持が強

化されたため，1994年から1996年までは大きな暴動は起こっておらず，情勢

が比較的穏やかであったからである（Engineer［1997］）。しかし，1998年，

1999年の選挙に関しては両氏の宗派間暴動データは時期がずれすぎているた

め適用しなかった。また件数に加えて，「州人口1000万人あたりの累積暴動

件数」（＝以下「暴動密度」）も説明変数候補とした。

　その他，支持率の変動に影響を与える可能性がある変数として「都市化

率」，「識字率」，「非ヒンドゥー人口比率」を説明変数候補とした。これらの

変数はマクロな社会的属性を表す変数であり，会議派の支持率に影響を与え

る可能性がある。特に，前 2変数は投票者の認識をより鋭敏にする媒介増幅

変数としての機能がある可能性がある。たとえば農村部よりも都市部のほう

が，物価や暴動の影響は大きい可能性があることは前述した。これらは説明

変数としては「物価×都市化率」や「暴動件数×都市化率」という 2変数の

交互作用として表現される。また識字率の高い地域のほうが人々の政治に対

する認識が鋭くなりそれだけ物価や暴動に鋭敏になる可能性がある。よって

識字率も「物価×識字率」や「暴動件数×識字率」が重要という場合が考え

られる。ただし，このデータセットでは都市化率と識字率の相関が高く，こ

れらの変数またはこれらの変数が構成する交互作用項の間で多重共線性の問

題が発生する可能性が高い39。それを避けるために「都市化率」に関連する

変数群か，「識字率」に関連する変数群か，一方のみを選択する。どのかた

ちの変数群を選択するかは t値によって判断する。暴動についても同様であ

るが，単純な暴動件数および暴動密度の 2つについて検証する。

　データソースに関しては会議派支持率は連邦下院選挙区データから，識字
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率，都市化率，非ヒンドゥー人口比率は人口センサスのデータから採取した。

これらのデータは通常地理的区分が一致しないが，バッラとシンが整理した

県レベルの農業生産性データと整合性がとれるように人口比にもとづいて修

正したデータセットを筆者は作成しているので，それを用いた（Kondo［2003: 

182-193］）。このデータのベースとなる地域が先に述べた「サンプル地域」

になる。そしてこのデータセットのサンプル地域に含まれる物価観測地点の

物価データがそのサンプル地域の物価となる。検証すべき基本的な関係をモ

デルとして記すと以下の通りになる。

Δ Vt≡ Vt－ Vt－1＝ f（yt，∆yt，∆pt，∆rt，ut，lt，pct，rct，nht，〈他の変数〉）＋ e ⑵

Vt：t選挙時における会議派の支持率

Δ Vt≡ Vt－ Vt－1：t－1選挙時と t選挙時の会議派の支持率の階差

yt：t選挙時における農業生産性レベル

Δ yt≡ yt－ yt－1：t－1選挙時から t選挙時の農業生産性上昇（所得上

昇の代理変数）

Δ pt：t選挙時における物価上昇率（過去 3カ月（＝ P03），過去 6カ月

（＝ P06），過去12カ月（＝ P12））

Δ rt≡Δ ret orΔ rdt：Δ ret＝ t選挙時の 5年前から t選挙時までのヒ

ンドゥー・ムスリム暴動累積数；Δ rdt＝ t選挙時の 5年前か

ら t選挙時までの人口1000万人あたりのヒンドゥー・ムスリム

暴動累積件数（＝「暴動密度」）

ut：t選挙時における都市化率

lt：t選挙時における識字率

pct：物価と，都市化率または識字率の交互作用（＝Δ pt× ut /＝Δ pt

× lt）

rct：暴動関連指標と，都市化率または識字率の交互作用（＝Δ rt× ut 

/＝Δ rt× lt）
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nht：t選挙時における非ヒンドゥー人口割合

e：誤差項

　左辺が近似的に線形で記述できるとする検証すべきモデルは以下のように

なる。

　Δ Vt＝ bya× yt＋ by× ∆yt＋ bp× ∆pt＋ br× ∆rt＋ bu× ut＋ bl× lt＋

bpc× pct＋ brc× rct＋ bnh× nht＋〈他の変数〉＋ constant＋ e ⑶

b：係数

（注）　ただし物価の交互作用項“pct”は，「都市化率」との交互作用か，「識字率」

とのそれか，どちらかとする（両方を同時に投入しない）。暴動関連の交互作用項

“rct”についても「都市化率」との交互作用か，「識字率」とのそれか，どちらか

のみを投入。

2．インフレ，所得変動，宗派間暴動―1962年から1999年の全体的傾向

と媒介変数―

　次に前述した物価や，暴動の諸変数から具体的にどの変数が会議派支持率

の変動の説明に適合的なのか検討する。まず物価上昇の対象期間を決める。

選挙民の投票行動に影響を与える物価上昇というのは，過去何カ月間を対象

とするものであろうか。これは選挙民のいわば「時間感覚」に関係する。こ

こでは物価上昇率として，過去 3カ月，過去 6カ月，過去12カ月の 3つのう

ち，被説明変数である会議派支持率の変動にとって最も重要であろうと思わ

れるものをまず確定する。そのために1962年から1999年の長期間のデータを

プールしたデータセットで投票行動に影響すると思われる物価の期間を決め

る。注意すべきは会議派が与党であるときと野党であるときの業績評価の現
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出の方向性が逆になるという点である。たとえば，物価上昇は会議派が与党

であればその責任を問われてマイナスの評価＝支持率減少，逆に野党であれ

ば，物価上昇は与党へのマイナス評価の反動として会議派にプラスの評価＝

支持率増加につながるかもしれない。暴動の場合も同様である。そのような

点を考慮に入れるため，データセットでは会議派が野党であった場合は支持

率の変動の符号は逆にしてある。

　物価の観測点は年によって変化し，また，後年ほど多くの観測点が設定さ

れている。したがって物価データに合わせた観測数は選挙年によって違う。

しかし，かなりの観測点で継続的に観測がなされているので，バランスはと

れていない（unbalanced）が，パネルデータの性質を保持すると考えられる。

期間効果が重要であることが明白であるので，「ランダム効果モデル」では

なく「固定効果モデル」を想定し，最小二乗ダミー変数（Least Squares Dum-

my Variable＝ LSDV）推定を行った。⑷式のように各期間に対応するダミー

変数（＝「期間ダミー」）を代入し，各選挙特有の効果を除くようにした。推

定は OLSによって行い，事後診断として多重共線性については分散拡大要

因値（VIF），分散不均一性についてはホワイトのテストによって問題がある

か確認した。

　ΔVt＝ Price＋ bd67× d67＋ bd71× d71＋ bd77× d77＋ bd80× d80＋ bd84

× d84＋ bd89× d89＋ bd91× d91＋ bd96× d96＋ bd98× d98＋ bd99× d99

＋ constant＋ e ⑷

　ただし，Price＝ bp×Δ pt，または，＝ bp×Δ pt＋ bu× ut＋ bpc×Δ pt

× ut，または，＝ bp×Δ pt＋ bl× lt＋ bpc×Δ pt× lt

　変数名は⑶式の場合と同じ。b：係数。dk：期間ダミー：k選挙時 dk＝

1，その他の場合 dk＝ 0

　表 9が計測した物価上昇率の係数 bp，またはその交互作用項 bpc，の係数の
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t値を示したものである。物価計測期間が 3， 6，12カ月各々の場合につい

て，「物価」そのもの，および「物価と都市化率との交互作用」，「物価と識

字率の交互作用」が計算されている40。後二者の交互作用項の場合，交互作

用項の正確な推定を行うためのその構成変数も代入されている41。その結果，

「物価」，「物価と都市化率の交互作用」，「物価と識字率の交互作用」のいず

れを選ぶにせよ，支持率の変化との関係においては選挙前 6カ月の物価上昇

率が 3つのうちでは最も有意であることが明白である。時間感覚のピークが

正確に 6カ月にくるかどうかは定かではないが，投票行動に影響する物価認

識期間は 3カ月では短すぎるし，12カ月では長すぎるということになろう。

よって以下の分析では「選挙前 6カ月物価上昇率」＝ P06を基本として分

析を進める。

　次に選択すべきは「物価」，「物価と都市化率の交互作用」，「物価と識字率

の交互作用」のうちどれを選択するかという問題であるが，t値をみる限り，

「物価と都市化率の交互作用」か「物価と識字率の交互作用」がより重要で

あろう。すなわち，経済投票に対しては長期的には「物価」単独の効果より

も，「物価」と「都市化率」や「識字率」の複合的効果によるほうが効果が

大きいと考えられる。ただし，「物価と識字率の交互作用」と「物価と都市

化率の交互作用」を比べるとどちらが重要かははっきりしない。物価が 6カ

月の場合，前者は後者よりも t値はやや大きいが，分散拡大要因が10近くに

なっており，多重共線性の影響が無視できない。

　以上の分析をふまえて，次に所得上昇を加えて検討したものが表10である。

ここでは「物価（選挙前 6カ月）と都市化率の交互作用項」，および，この交

互作用項の正確な推定を行うためのその構成変数である「選挙前 6カ月物価

上昇率」と「都市化率」を代入したうえで，これに所得上昇の代理変数とし

て「前回選挙時から今回選挙時の農業生産性上昇」を加え，さらに期間ダミ

ー変数を加えて，LSDV推定を行った。結果からみると所得上昇は物価に比

べて説明力は弱く，符号から判断すると所得上昇が与党の支持率にプラスと

なる可能性があることは確認できるが，全体的にみると統計的に有意ではな
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い。これは所得上昇が複雑な要因によって決まり，選挙民にとって政府の責

任があまり明確ではないことによるものと考えられる。それに対して物価の

影響は短期的で政府の責任は相対的により明確に選挙民に映る。

　以上のように長期的なデータセットにもとづく検討では，経済投票に関し

ては，「選挙前 6カ月物価上昇率」＝ P06よりも，その P06と「都市化率」

または「識字率」の交互作用項が重要とわかった。「選挙前 6カ月物価上昇

率」は与党のときの会議派支持率を減らすこと，そしてそれは都市化によっ

て増幅されるということである。それに比べると所得上昇の影響ははっきり

表 9　物価による会議派支持率の変動の説明（1962～1999年選挙）
―アンバランスなパネルデータによる LSDV推定のまとめ―

被説明変数：会議派支
持率の変動

物価上昇率が選挙前
3カ月の場合

物価上昇率が選挙前
6カ月の場合

物価上昇率が選挙前
12カ月の場合

説明変数 t値 統計的
有意性 VIF t値 統計的

有意性 VIF t値 統計的
有意性 VIF

Pi 物価上昇率 －0.89 1.43 －1.86 1.36 －0.43 2.03

t値 統計的
有意性 VIF t値 統計的

有意性 VIF t値 統計的
有意性 VIF

Pi 物価上昇率 0.95 3.96 0.76 4.29 0.92 4.30
U 都市化率 0.56 1.48 1.19 1.94 1.07 3.30

Pi× U 物価上昇率×
都市化率 －1.83 4.74 －2.18 ＊ 5.44 －1.70 6.09

t値 統計的
有意性 VIF t値 統計的

有意性 VIF t値 統計的
有意性 VIF

Pi 物価上昇率 0.80 9.73 1.32 9.07 1.33 11.13
L 識字率 0.08 2.33 0.76 2.70 1.13 4.51

Pi× L 物価上昇率×
識字率 －1.24 10.81 －2.23 ＊ 9.96 －1.68 12.59

（出所）　筆者作成。
（注）　⑴　i＝03，06，12
⑵　観測数＝367
⑶　＊： 5％以下で統計的に有意。
⑷　選挙年を表すダミー変数を定数項を考慮し，［選挙回数－ 1］回分加えて OLSによって推
定。各 OLSにおいて，ホワイトのテストによって分散不均一性の問題はないことが確認さ
れた。

⑸　多重共線性の問題を判断するための分散拡大要因（VIF）の目安を10とすると，物価上昇
率と識字率の交互作用を検討した回帰式で多重共線性が問題となる。
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しない。

　さらに経済投票変数に加えて宗派間暴動の影響を探る。⑸式がモデルであ

る。ここまでの分析から経済投票変数には「選挙前 6カ月物価上昇率」と

「都市化率」の交互作用項（＝Δ pt× ut＝ P06× ut）を入れる。また“Riot”

には「暴動」，または，「暴動」と「都市化率」または「識字率」の交互作用

項およびその構成変数が入る。ただし「暴動」には「累積暴動件数」か「暴

動密度」を代入する。1998年と1999年については宗派間暴動のデータがない

ので計算対象から外す。「暴動密度」の例を表11に示す。 5％レベルで統計

的には有意ではないが，暴動が起これば与党の支持が減少するという関係は

現れている。その他，累積暴動件数や都市化率や識字率との交互作用項につ

表10　物価および所得上昇による会議派支持率の変動の説明（1962～1999年選挙）
―アンバランスなパネルデータによる LSDV推定―

説明変数 係数 標準偏差 t値 P＞ |t| VIF

P06 選挙前 6カ月物価上昇率 0.204 0.250 0.82 0.414 4.30
U 都市化率 0.050 0.041 1.22 0.223 1.94
P06_U P06×都市化率 －0.018 0.008 －2.19 0.029 5.44

yh2_1 前回選挙時から今回選挙
時の農業生産性上昇 1.002 1.039 0.96 0.336 1.28

d67 期間ダミー 1.905 2.997 0.64 0.525 2.39
d71 期間ダミー 18.515 3.138 5.90 0.000 2.03
d77 期間ダミー －9.324 3.226 －2.89 0.004 2.15
d80 期間ダミー －2.369 3.116 －0.76 0.448 2.23
d84 期間ダミー 9.733 3.031 3.21 0.001 2.24
d89 期間ダミー －6.639 2.914 －2.28 0.023 2.97
d91 期間ダミー 7.164 2.905 2.47 0.014 2.49
d96 期間ダミー －1.927 2.881 －0.67 0.504 2.74
d98 期間ダミー 3.980 2.961 1.34 0.180 2.77
d99 期間ダミー 5.261 2.902 1.81 0.071 2.66
定数 －5.903 2.479 －2.38 0.018 -

観測数＝367
F（14，352）＝12.79，Prob＞ F＝0.0000，R-squared＝0.3372；Adj R-squared＝0.3108
White’s test for Ho：homoskedasticity - chi2（63）＝68.59，Prob＞ chi2＝0.2935
（出所）　筆者作成。
（注）⑴　VIF：分散拡大要因。
　　⑵　期間ダミー d62は定数項を含めるため除去した。
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いては簡便のため，t値だけをまとめて表12に示す。

　Δ Vt＝ bp×Δ pt＋ bu× ut＋ bpc×Δ pt× ut＋ Riot＋ bd67× d67＋ bd71

× d71＋ bd77× d77＋ bd80× d80＋ bd84× d84＋ bd89× d89＋ bd91× d91

＋ bd96× d96＋ constant＋ e ⑸

　ただし，Riot＝ br×Δ rt，または，＝ br×Δ rt＋ brc×Δ rt× ut，また

は，＝ bl× lt＋ br×Δ rt＋ brc×Δ rt× lt

　長期的に検証すると，物価という明らかに重要な説明変数を同時に考慮し

た後では，暴動の影響は与党の支持率を下げるという大まかな方向性は現れ

るものの統計的有意性は低く，それほど明確な結果ではない。このような不

明確性は長期にわたるデータをプールしたことによって生じている可能性が

表11　物価および暴動密度による会議派支持率の変動の説明（1962～1996年選挙）
―アンバランスなパネルデータによる LSDV推定―

説明変数 係数 標準偏差 t値 P＞ |t| VIF

P06 選挙前 6カ月物価上昇率 0.268 0.273 0.98 0.327 4.44
U 都市化率 0.048 0.044 1.09 0.279 1.73
P06_U P06×都市化率 －0.019 0.010 －1.99 0.048 5.37
HMr_pp 暴動密度 －0.254 0.186 －1.37 0.172 1.24
d67 期間ダミー 1.726 2.993 0.58 0.565 2.34
d71 期間ダミー 18.614 3.129 5.95 0.000 2.00
d77 期間ダミー －9.692 3.223 －3.01 0.003 2.12
d80 期間ダミー －2.913 3.108 －0.94 0.349 2.19
d84 期間ダミー 9.929 3.016 3.29 0.001 2.19
d89 期間ダミー －5.397 2.886 －1.87 0.062 2.83
d91 期間ダミー 7.661 2.919 2.62 0.009 2.46
d96 期間ダミー －1.326 2.822 －0.47 0.639 2.56
定数 －5.091 2.444 －2.08 0.038 -

観測数＝287
F（12，274）＝14.73，Prob＞ F＝0.0000，R-squared＝0.3921；Adj R-squared＝0.3655
White’s test for Ho：homoskedasticity - chi2（53）＝55.56，Prob＞ chi2＝0.3786
（出所）　筆者作成。
（注）⑴　VIF：分散拡大要因。
　　⑵　期間ダミー d62は定数項を含めるため除去した。
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あり，より細分化された検証がなされる必要があることを示唆する。それは

次節に行われる。

　最後に争点間の「相互背反性」の問題を考えてみたい。表 2の世論調査の

ように，1984年のインディラ・ガンディー首相暗殺事件や1992年の大宗派間

暴動の後では，人々にとっては社会的政治的危機感が第 1に重要になり，物

価など日常レベルの経済的関心は重要性が後退している。このような事態は

投票パターンにも当然影響が現れてくるものと考えられる。すなわち，それ

らの大事件の衝撃のゆえに，経済投票の重要性が選挙民の心理において低下

すると考えられる。この点を本章のマクロなデータで検証してみたい。これ

は，宗派間で大暴動が起こると，経済投票の重要性が低下するというかたち

で以下のように定式化できるであろう。大暴動が起こると物価にかかる係数

の大きさが事件の重要性に応じて低下するというモデルである。

ΔVt＝－ bp×（1－ a×Δrt）×Δpt－ br×Δrt＋ bdk× dk＋…constant

＋ e

表12　会議派支持率の変動の説明における宗派間暴動の交互作用項の t値のまとめ
（1962～1996年選挙）

変数 交互作用項の変数説明 t値 VIF

HM_riot 「累積暴動件数」 －1.09 1.37
HMriotU 「累積暴動件数」×「都市化率」 －1.05 10.76
HMriotL 「累積暴動件数」×「識字率」 －1.56 38.62
HMrtppU 「暴動密度」×「都市化率」 －0.29 12.16
HMrtppL 「暴動密度」×「識字率」 －0.05 56.06

観測数＝287
（出所）　筆者作成。
（注）⑴　VIF：分散拡大要因。

⑵　表11における“HMr_ pp”の変数の代わりに HM_riot，HMriotU，HMriotL，HMrtppU，
HMrtppLを代入して得られたもの。HMriotU，HMriotL，HMrtppU，HMrtppLは交互作用項
なので，それを構成する下位の変数も投入したうえでの値である。そのため VIFが10に比べ
て非常に大きいものがあり，多重共線性が現出しているが，これは予備的検査なのでこれ以
上の処理はしない。
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　＝－ bp×Δpt－ br×Δrt＋ bp× a×Δrt×Δpt＋ bdk× dk＋…constant

＋ e ⑹

変数名は⑶式，⑷式の場合と同じ。b，a：係数

　重要な争点が「相互背反性」というかたちで関係を持つならば，単に物価

や暴動の影響が重層的に現れるのではなくてその交互作用が現れるというモ

デルである。これを検証するために適当なのが1989年と1996年の選挙の場合

である。両方の場合とも会議派はほぼ単独与党であり物価の影響がストレー

トに現れやすいし，また選挙の前にはヒンドゥー・ムスリム間の大きな緊張

または暴動があり，このような仮説を検証するためには適当な選挙であった。

結果は表13の通りである。物価，交互作用項，暴動の係数はそれぞれ⑹式で

予想された符号を持ち，かつ， 1％レベルで統計的に有意である。しかし

“P06× HM_riot”，“HM_riot”の VIF値はかなり高く多重共線性の影響が懸

念される。よって同じ変数セットにリッジ（Ridge）回帰を適用して多重共

線性の影響を抑えたものを検討した。表14がその結果である。Ridge軌跡の

検討からパラメーター k＝0.1で係数は安定し始めるので，k＝0.1のときの

推定を表14のごとく採用した。結果は「選挙前 6カ月物価上昇率」×「累積

暴動件数」の交互作用項，および「累積暴動件数」の統計的有意性は低下す

るが 5％レベルで有意である。よって 3つの変数はやはり有意と考えられる。

したがって，重要な争点の間の「相互背反性」は認められるといってよいで

あろう。これはすなわち，大宗派間暴動の場合，物価問題などは選挙民の意

識の後方に退いてしまうし，逆に，物価など日常的問題が大きい場合，小規

模な緊張，暴力などは陰に隠れてしまうということである。これは世論調査

（表 2［pp. 50～51］）が示すものと全く一致するといってよい。

　以上の結果をまとめると，長期的には経済投票に関しては，半年程度の物

価上昇を参照して政府与党の業績を判断し政府を罰するという物価に関する

経済投票は確かに存在すると考えられる。そしてそれは都市化あるいは識字

率といった経済状況をより敏感に認識させるような変数に媒介されるときに
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よりはっきりと現出する。すなわち，選挙前 6カ月の物価上昇が高いほど与

党である会議派は票を減らし，逆に野党のときはより多くの票を得る。そし

てその効果は都市部や識字率の高い地域ほど強い。一方，全期間を通してみ

た場合，所得変動の影響はあまり明確ではない。

　ヒンドゥー・ムスリム間の暴動に関しては長期的にみれば政府与党の評価

を落とすという傾向は出たが，それほどはっきりとせず，都市化率，識字率

の媒介効果についてもはっきりしない。しかし，物価に比べて宗派間暴動の

影響が全体として必ずしもはっきりしないのは大規模な宗派間暴動が1980年

代まで少ないからとも考えられる。この点を考慮するため，宗派間の緊張が

高まった，あるいは，大きな暴動が起きた1989年，1996年のデータをプール

したデータにもとづいて検証すると，物価に加えて暴動の影響，さらにはこ

の 2つの変数の交互作用項も統計的に有意となる。このことから宗派間の大

規模な緊張や暴動といった事態は政府与党に対する評価を下げ，また，それ

は物価などを焦点とする経済投票のパターンを相互背反的に弱めるものと考

えられる。

　以上のように長期的傾向は予想された通りであった。しかし，所得上昇や

宗派間暴動の影響が明確に検出できないのは政治的コンテキストが大きく異

なる選挙をプールしたことから生じる可能性が高い。したがって観測数は少

なくなるが，各選挙ごとに分析をする必要がある。次の節ではこれを行う。

表13　物価と宗派間暴動の相互背反性の検討（1989，1996年選挙）―アンバラ
ンスなパネルデータによる LSDV推定―

説明変数 係数 標準偏差 t値 P＞ t VIF

P06 「選挙前 6カ月物価上昇率」 －1.865 0.4102 －4.55 0.000 1.86
HM_riot 「累積暴動件数」 －0.2997 0.1100 －2.72 0.008 7.00
P06× HM_riot P06× HM_riot（交互作用項） 0.04285 0.01600 2.68 0.009 8.09
d96 期間ダミー 0.6861 2.240 0.31 0.760 1.43
定数 －1.660 2.518 －0.66 0.512

観測数＝87，F（4，82）＝8.25，Prob＞ F＝0.0000，R-squared＝0.2869；Adj R-squared＝0.2521
White’s test for Ho：homoskedasticity - chi2（12）＝7.45，Prob＞ chi2＝0.8263
（出所）　筆者作成。
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第 4節　宗派間亀裂投票と経済投票の顕在化―1962年から
1999年の展開―

　この節の各選挙ごとの分析は第 3節と同じデータセットにもとづいて行う。

手順は探索的なもので基本的に「ステップ・ワイズ（後進）法」を適用する。

最初に前節で検討した説明変数をすべて投入し，統計的有意性を基準として

重要でない変数をふるい落としていく。ただし 3つの重要な注意点がある。

ひとつは，物価および暴動の指標で重複し，したがって多重共線性を引き起

表14　物価と宗派間暴動の相互背反性の検討（1989，1996年選挙）― Ridge回
帰による推定（k＝0.1）―

係数 B 標準偏差 SE（B） Beta B/SE（B）
P06 －1.367 0.3211 －0.4233 －4.257 ＊＊

HM_riot －0.1171 0.05037 －0.2625 －2.324 ＊

P06× HM_riot 0.01512 0.007041 0.2507 2.147 ＊

d96 1.455 1.942 0.07245 0.7495
定数 －4.580 1.956 0 －2.342 -

観測数＝87，F（4，82）＝6.756，Prob＞ F＝0.0000，R-squared＝0.2479；Adj R-squared＝0.2112
（出所）　筆者作成。
（注）＊ 5％レベルで統計的に有意，＊＊ 1％レベルで統計的に有意。
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こす類似の変数は除くということである。これは冗長な情報を排除するとい

うことである。物価変数については前節の検討結果を踏まえて観測期間 6カ

月のものだけを検討に含めた。

　 2つ目は，交互変数項が選択された場合，「ステップ・ワイズ（後進）法」

の後で改めて交互変数の構成変数も含めて再検討することである。交互変数

項の係数をより正確に推定するためである。交互変数項が選択されず構成変

数のみが選択された場合は特にさらなる処理は必要ない。

　最後は，前述したように，1998年と1999年の選挙では暴動のデータがない

ので説明変数候補としては含めない。これに関しては1994年から1999年にか

けては大きな暴動は発生していないので暴動の影響が相互背反的に他の変数

の影響を大きく歪める可能性は小さいものと思われる。

　表15（pp. 94～95）が分析結果である。あらかじめこれらの表を解釈するに

あたって重要なポイントを述べると，各々の選挙を取り巻く政治的コンテキ

ストを十分考慮する必要があるということである。選挙の結果は比較的短期

間の政治変動や大きな事件の突発によって大きく違ってくることが多いから

である。たとえば1969年の会議派の分裂とインディラ・ガンディー首相の大

衆貧困層への直接的アピールという政治的展開，1984年の同首相の暗殺，

1992年のアヨーディヤー事件とそれに続く大宗派間暴動などは選挙に多大な

影響を与えた。人々の政党への支持はかなり流動的である。この点を考慮し

つつ分析を行ってみたい。

　まず，1960年代の選挙に関しては本章の説明変数で説明できる部分はほと

んどない。1962年，1967年の選挙については統計的に有意な説明変数は検出

できなかった。宗派間暴動に関してはこの時期は比較的に平穏でそのため影

響が現れにくかったものと考えられる。一方，経済投票に関しては1965～

1966年に厳しい困窮を経験し物価上昇もかなり急であったにもかかわらずそ

の影響はあまりはっきりしない。

　ひとつの大きな理由は1960年代までは与党会議派の伝統的支持構造がそれ

ほど揺らいでおらず，経済投票の影響が現れにくかったのではないかと考え
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られる。伝統的な会議派の支持構造のひとつは，たとえば「優越カースト」

（Srinivas［1959］）といわれる農村の支配階層や有力者を通じての支持の調達

であった。そのような会議派と選挙民をつなぐ中間的な「構造」が強固であ

れば物価，所得変動などの影響は抑えられると考えられる42。もうひとつ重

要な点は会議派への信頼レベルの高さである。一般的にいえば，独立を勝ち

取り長年まがりなりにも政権を担当してきた会議派への，その時々の争点に

とらわれない「党派的アイデンティティ」の強固さである。このような状況

が1960年代中頃までの大まかな状況で，それが急速に崩れていくのが1960年

代末以降の展開であったと考えられる。それは次の1971年の選挙の分析で浮

かび上がる。

　1971年の場合は物価上昇が高い地域でインディラ・ガンディー首相率いる

与党会議派に対する支持が増加している。物価に関する結果は，物価が高い

地域ほど与党が支持されるということを意味するから奇異な感じを受けるで

あろうが，1967年から1971年の政治展開を考えればそうではない。経済投票

の結果が通常とは逆に現れたのは，要するに1971年の選挙を率いたインディ

ラ・ガンディー会議派が「与党」ではなく，「新政党」と多くの選挙民から

認識されたからである。前述したように，1969年に会議派が党の中枢および

州レベルの党組織を抑えていた保守派43とインディラ・ガンディー首相率い

る派閥に大分裂した。選挙戦ではインディラ・ガンディー首相は「貧困追

放」という貧困大衆に直接訴えるポピュリスティックなスタイルで支持を集

めることに成功した。このようなスタイルが効果的だったのは，それまで同

時に行われていた州議会選挙を別にし，地方的要因が選挙でできるだけ顕在

化しないようにしたことも大きいと考えられる。1971年のインディラ・ガン

ディー首相の会議派は，いわば，新しく生まれ変わった政党として選挙民に

認知されたのである44。このような展開から経済的困窮にあえぐ地域でむし

ろインディラ・ガンディー首相の会議派への支持が広まったと考えられる。

　1977年の選挙は，経済変数も暴動の変数も説明力が弱く重要な変数として

選択されなかった。最も大きな理由は「国内非常事態宣言」による強権体制
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の是非という生々しい争点によって，経済的な争点や宗派間暴動などの争点

の影響力が弱くなったからであると考えられる。加えて，1975年から 2年弱

の強権体制期は経済的には比較的に安定していた時期であり，経済投票とい

う争点はそれほど明確に現れる可能性は低かったと考えられる45。また言論

や集会の自由が剥奪されるなど強権的に治安維持がなされていたため宗派間

暴動の発生も最低レベルであった。それに対して強権体制による抑圧，人権

侵害などは生々しい状況であった。さらに，強権体制の是非という争点が選

挙において発現しやすい政党状況が成立した。すなわち，国内非常事態宣言

が解除され民主政治の復活を受けて主要野党が合同し「ジャナター党」

（Janata Party：「人民党」の意味）が結成され，反会議派票の受け皿となったの

である。そのため，この選挙の争点構造においては「非常事態宣言」の是非

が最大のものとなり，他の争点を脇に追いやったと考えられる。結局選挙で

は会議派は人権侵害が顕著であった北部，そして西部の選挙民から大きな反

発を受け，ジャナター党に敗北した。

　1980年の選挙では統計的に有意な説明変数は何も選択されなかったが，そ

れは政局の混迷によることが大きいのではないかと考えられる。この選挙の

とき会議派は独立以来初めて連邦下院選挙を「与党ではない状態」で迎えた

が，しかし完全に野党という状況でもなかった。すなわち，1977年に発足し

たジャナター党のモラルジー・デサイー政権は内紛が絶えず，結局1979年 7

月に瓦解する。その後を受けて同党分派のチャラン・シン派が会議派（スワ

ラン・シン派），および，インディラ・ガンディーの会議派の支持を受けて発

足するが， 1カ月も持たずにインディラ・ガンディー元首相の支持を失って

崩壊した。そして 8月から翌1980年 1月の選挙まではチャラン・シン政権は

選挙管理内閣としてとどまったが，重要な決定はできなかった。このように

めまぐるしく代わる政局のなかでインディラ・ガンディー元首相の会議派は

1979年には政権の一端を担っており，選挙民からは，中途半端なイメージを

抱かれていたのではないかと思われるのである。これが経済投票にせよ宗派

間暴動にせよ与党または野党として選挙民から明確に評価されなかった理由
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と考えられる。

　1984年の選挙はインディラ・ガンディー首相の暗殺直後に行われ，与党会

議派が大勝した選挙である。推定結果では暴動密度のみが選択されており，

大勝のなかでもヒンドゥー・ムスリム間の暴動が政権党にマイナスの影響を

与えていることがわかる。しかし，物価などは有意な変数として選択されて

ない。これはシク教徒警備兵によるインディラ・ガンディー首相の暗殺と北

インドを中心とした反シク暴動が選挙の大きな争点として浮かび上がったた

め，他の争点の重要性が低下したからと考えられる。むしろ，反シク暴動の

さなかにもヒンドゥー・ムスリム間の暴動が重要な変数として選択されたこ

とのほうが驚きといえよう46。

　1989年の選挙は会議派与党政権が大敗した選挙である。分析結果によれば

物価が高い地域ほど会議派は票を減らしており，経済投票が典型的に顕在化

したといえる。ひとつの大きな理由は，この選挙が会議派対反会議派という

構図で戦われた点であると考えられる。この選挙で勝利することになるジャ

ナター・ダルを中心とする国民戦線は反会議派を掲げたが，それを右翼から

BJPが，左翼からインド共産党（マルクス主義）など左翼政党が支えた。BJP

と左翼政党という互いに相容れない政党も間接的ながら連携するという幅広

い反会議派連合が形成されたわけで，そのぶん選挙民にとっては会議派政権

の責任や実績を明瞭に判断する状況が現出した。これが物価の影響を「典型

的に顕在化」した大きな要因であったと考えられる。この例からいえること

は，選挙で「政府与党」対「まとまった野党」という責任の所在が単純かつ

明瞭に選挙民にとって判断されやすい状況になれば経済投票は顕在化しやす

くなるという点である。

　一方，分析ではヒンドゥー・ムスリム間の宗派間暴動の影響はみられない

という結果となっている。このひとつの理由はやはり「まとまった野党」と

いう構図に求められると思われる。すなわち，ヒンドゥー民族主義を掲げる

BJPとそれに反対する左翼政党という互いに相容れない政党の間で間接的な

がら連携が成立した状況では会議派か野党連合かという選択をすることにお
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いて宗派間暴動にさらされた住民であっても宗派間暴動は政党選考において

重要な参照基準とならなかったと考えられる。

　1991年の選挙では会議派は野党であった。分析結果を正しく解釈するため

に選挙時の政治社会状況を説明する必要がある。その特徴の第 1は，与党の

分裂，政権崩壊という政局の不安定性であった。1989年12月に成立した V・

P・シン首相率いる国民戦線政府は 1年ももたずに分裂し，1990年11月には

チャンドラ・シェーカール首相率いる超少数派政権が会議派の支持を得て誕

生した。主要政党が相次ぐ選挙に難色を示した結果であった。当然政権担当

能力はきわめて限られていた。第 2の特徴は社会不安であった。V・P・シ

ン政権が発表した，社会的教育的に後進的な OBCsへの優遇政策をめぐる社

会的混乱と，BJPが進めたアヨーディヤーにおけるラーマ寺院建立運動47が

ヒンドゥー・ムスリム間の社会的緊張を高め1990年10月には各地で大規模な

暴動が起こっている。さらに，第 3の特徴として選挙期間中の 5月に指導者

のラジーヴ・ガンディー元首相が暗殺されたことを挙げる必要があろう。こ

れにより一定の同情票が会議派に集まると予想された48。

　以上のように社会的に混乱し，かつ，与党と野党が入り乱れて政権をうか

がうような状況からは争点の効果が明確に現出しがたいことはこれまでの分

析から予想されることである。分析結果をみると，この時期は比較的に宗派

間暴動が起こった時期であるにもかかわらず，その影響はやはり明確ではな

い。

　しかし，分析結果のより重要なポイントは，非ヒンドゥー人口＝宗教的少

数派が多い地域で会議派が票を減らしていることである。非ヒンドゥー人口

の多くはムスリムであるから，この間ムスリムの支持を失った可能性が高い。

この点については第 2節の検証結果である図 4（p. 69）がより明確な推定結

果を与えており，この時期，非ヒンドゥーは急速に会議派への支持を減少さ

せたことは明らかである。両者の推定は合致している。この時期ヒンドゥー

でなく，非ヒンドゥー，とりわけムスリム，の会議派への支持が急減したこ

と，すなわち，両者の間で会議派に対する支持の落込みに大きな差があった
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ことが，非ヒンドゥー人口比が高い地域で会議派の支持がはっきりと減少し

た大きな理由である。1980年代半ば以降の政治の「コミュナル化」（宗派主

義化）の責任の一端が会議派にあることを宗教的少数派が広く認識していた

ことがこのような事態を招いた理由であると考えられる。表 1（p. 43）から

わかるように，会議派は1989年から1991年にかけて議席数は増やしたが支持

率はむしろ減少している。ひとつの大きな原因が政治のコミュナル化であっ

たといえる。1992年12月のアヨーディヤーにおけるモスクの破壊とヒンドゥ

ー・ムスリム間の大暴動は以上のような流れの延長線上にある。

　1996年の分析結果をみると宗派間暴動の影響がきわめて明白に出ており，

暴動件数が多い地域では与党会議派の支持率ははっきりと低下した。宗派間

暴動にさらされた地域では与党会議派の統治実績は当然のことであるが，低

い評価とならざるをえなかったのである。しかし，注意を要する点は，その

結果としてヒンドゥー多数派と宗教的少数派のどちらの票が会議派からより

離れたのか，という点である。これは本節の分析からは明らかにすることは

できず，再び第 2節の推定結果を参照する必要がある。図 4（p. 69）より

1996年の選挙では，ムスリムなど宗教的少数派は会議派へ一定程度回帰した

ことがわかる。1992年12月から翌1993年にかけての暴動では1200人にものぼ

る死者が出たとみられているが，その多くはムスリムであったといわれ，し

たがって宗教的少数派の不安感ははっきりと高まったはずである。よって危

機感をつのらせたムスリムなどが伝統的な「庇護者」である与党会議派の支

持に戻ったことは不思議ではない。また1980年代末から多くのムスリムはジ

ャナター・ダルを中心とする国民戦線を支持していたが，それが1990年代初

めに早くも分裂，弱体化したことも会議派への「回帰」を促した要因である

と考えられる。一方，図 4から一般的傾向としてヒンドゥー多数派は逆に会

議派から離れたことがわかる。ヒンドゥーのほうが人口比はかなり大きいか

ら，したがって「非ヒンドゥー人口比が高い地域」ほど会議派の支持率はあ

まり低下しなかった，すなわち，相対的に会議派の支持率が高く現れるとい

う結果となったと考えられる。
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　それでは1990年代中頃までにヒンドゥーが会議派から離れた理由は何であ

ろうか。それは端的にいえば会議派の統治能力に対する評価が低下したから

である。相次ぐ宗派間暴動やスキャンダルなどの噴出，そして1991年に開始

された構造改革でもなかなか良くならない一般庶民の経済状況は会議派の統

治能力に対する信頼性を低めた。そして重要なのは会議派に対する不満を受

け止める政党が各地で成長していたという点である。たとえばウッタル・プ

ラデーシュ州では OBCs，とりわけヤーダヴ・カースト，およびムスリムの

支持を基盤とする「社会主義党」や，指定カーストを基盤とする「大衆社会

党」などが成長しており会議派の支持基盤を蚕食した。不満とその受け皿の

存在によって会議派の支持基盤は縮小していったのであるが，そのようなプ

ロセスを加速する重要な契機となったのが宗派間暴動であったのではないか

と考えられる。1991年に成立したナラシンハ・ラーオ会議派政権は経済構造

改革，自由化という決定的な改革を開始したが，その成果を享受することも

できず社会政策では失敗し選挙民の支持を失って1996年選挙では敗北するこ

とになったのである。

　1998年の選挙では会議派は野党であったが，経済投票の影響がはっきりと

みられる。すなわち，野党であるため，所得が伸びた地域では票を減少させ，

物価上昇が激しい地域で票を伸ばした。宗派間暴動の影響は先に説明したよ

うにデータがないため検証できないが，1994年から1999年まではそれほど大

きな暴動はなく比較的に平穏であったため，影響はあったとしてもそれほど

はっきりとは現出しないのではないかと推察される。選挙では会議派は今ま

で述べたように1980年代末以降の OBCsの運動や宗派間対立の激化による社

会の流動化による支持基盤の長期的縮小傾向に抗えず支持率をさらに減らし，

BJPを中心とする野党の連合政策が有効に働いたこともあって，政権に復帰

できなかった。

　選挙の結果 BJPを中心として州の地方政党が連合した政権が誕生するが，

過半数ぎりぎりであったため翌1999年 4月に崩壊し， 9月に再度選挙が行わ

れた。選挙では BJP陣営は20以上の地方政党と「国民民主連合」という広
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表15　各選挙における会議派支持率の変動の分析（ステップ・ワイズ［後進］法）
①　1962年：会議派は与党
会議派支持率の変動を説明する有意な説明変数なし

②　1967年：会議派は与党
会議派支持率の変動を説明する有意な説明変数なし

③　1971年：会議派は与党

説明変数 係数 標準偏差 t値 P＞ t VIF

P06 「選挙前 6カ月物価上昇率」 1.877 0.422 4.44 0.000 -
定数 19.66 1.907 10.31 0.000 -

観測数＝25，F（1，23）＝19.76：Prob＞ F＝0.0002，R-squared＝0.4621；Adj R-squared＝0.4387
White’s test for Ho：homoskedasticity - chi2（2）＝3.84，Prob＞ chi2＝0.1464

④　1977年：会議派は与党
会議派支持率の変動を説明する有意な説明変数なし

⑤　1980年：会議派は野党
会議派支持率の変動を説明する有意な説明変数なし

⑥　1984年：会議派は与党

説明変数 係数 標準偏差 t値 P＞ t VIF

HMr_pp 「暴動密度」 －2.535 1.208 －2.10 0.045 -
定数 9.370 3.139 2.99 0.006 -

観測数＝30，F（1，28）＝4.40：Prob＞ F＝0.0450，R-squared＝0.1359；Adj R-squared＝0.1050
White’s test for Ho：homoskedasticity - chi2（2）＝2.27，Prob＞ chi2＝0.3217

⑦　1989年：会議派は与党

説明変数 係数 標準偏差 t値 P＞ t VIF

P06 「選挙前 6カ月物価上昇率」 －1.832 0.466 －3.94 0.000 -
定数 －3.249 2.601 －1.25 0.218 -

観測数＝45，F（1，43）＝15.49：Prob＞ F＝0.0003，R-squared＝0.2648；Adj R-squared＝0.2477
White’s test for Ho：homoskedasticity - chi2（2）＝0.16，Prob＞ chi2＝0.9245

⑧　1991年：会議派は野党

説明変数 係数 標準偏差 t値 P＞ t VIF

nh 「非ヒンドゥー人口比」 －0.486 0.143 －3.40 0.002 -
定数 　6.315 2.707 　2.33 0.026 -

観測数＝37，F（1，35）＝11.53：Prob＞ F＝0.0017，R-squared＝0.2478；Adj R-squared＝0.2263
White’s test for Ho：homoskedasticity - chi2（2）＝2.88，Prob＞ chi2＝0.2365
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⑨　1996年：会議派は与党

説明変数 係数 標準偏差 t値 P＞ t VIF

HM_riot 「累積暴動件数」 －0.378 0.130 －2.91 0.006 1.00
nh 「非ヒンドゥー人口比」 0.352 0.098 3.60 0.001 1.00
定数 －8.622 2.422 －3.56 0.001 -

観測数＝42，F（2，39）＝10.91：Prob＞ F＝0.0002，R-squared＝0.3588；Adj R-squared＝0.3260
White’s test for Ho：homoskedasticity - chi2（5）＝13.05，Prob＞ chi2＝0.0229

⑩　1998年：会議派は野党

説明変数 係数 標準偏差 t値 P＞ t VIF

yh2_1 「農業生産性の上昇＝所得上昇」 －13.385 5.862 －2.28 0.029 1.05
P06# 「選挙前 6カ月物価上昇率」 0.965 0.452 2.13 0.040 1.08
L# 「識字率」 0.284 0.203 1.39 0.172 1.29
P06_L# P06#× L# 0.0138 0.0458 0.30 0.764 1.26
定数 7.679 2.581 2.97 0.005 -

観測数＝40，F（4，35）＝2.45：Prob＞ F＝0.0640，R-squared＝0.2189；Adj R-squared＝0.1296
White’s test for Ho：homoskedasticity - chi2（13）＝14.16，Prob＞ chi2＝0.3627
#平均＝0となるように，もとの値から平均値を引いた値（centered）。これは交互作用項のセット，
P06#，L#，P06_L#の間の多重共線性を防止するためである。
（注）　宗派間暴動のデータなし。

⑪　1999年：会議派は野党
会議派支持率の変動を説明する有意な説明変数なし
（注）　宗派間暴動のデータなし。

（出所）　筆者作成。
（注）⑴　この表で変数の選択は探索的なもので次のような手順で行った。まず，stepwise
（backward）法で，取込みの確率値は 5％水準，取り除く確率値は5.1％の水準に設定して変数
を選択した。物価および，暴動に関する変数が各々複数選択された場合は t値の絶対値の低い
ほうを取り除いて再計算し，類似かつ冗長な変数が残らないようにした。冗長な変数を削除す
るのは観測数が少ないことからくる多重共線性の可能性を低めることが主な目標である。次に，
選択された変数に交互作用項が含まれれば，その交互作用項を構成する下位の構成変数を再代
入して分析を行った。これはそうしないと交互作用項の係数が正しく推定されない可能性があ
るからである。ただし，そのとき，構成変数は，その値から平均値を引いた値（centered）を
使用しこれで改めて交互作用項を作って代入した。多重共線性を防止するためである。この処
理が必要となるのは⑩の場合のみである。
⑵　⑨の1996年の分析でWhiteのテストから分散不均一性の問題が大きいことがわかる。これは
1992年から1993年のアヨーディヤー事件によって「累積暴動件数」が観測地によっては急増し
ていることによるところが大きいものと考えられる。これによって推定の効率は落ちるが係数
の偏向をもたらすものではないので，他の選挙年の場合と整合的に結果を提示するため特に修
正手段は加えないで示した。
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範な枠組みを設定した。これが功を奏し NDAは安定過半数を得る。BJPは

与党であったが，20以上の地方政党と連合を組んだため，経済運営や治安維

持などその業績または失敗は選挙民の視点からは明確に判断できないことに

なったと考えられる。分析結果で統計的に有意な変数がひとつも選択されな

かったのはこのような政党政治の流動化と連合政策による与党の実績評価の

不明確化によるものと考えられる。

結論

　本章ではマクロな集計データにもとづき長期的分析を行った。分析から，

政府の経済実績に対する評価が悪い場合は与党を「罰する」という経済投票

は1970年代以降，顕著に表出していること，そしてそれは長期的には都市化

や識字率などの媒介変数によって強まる傾向があることがわかった。また，

宗派間暴動の影響もそれが大規模なものであれば1980年代以降はっきりとそ

の影響がみられた。そしてこれら経済的争点と宗派間暴動争点には選挙にお

いて相互背反性があることが見出された。

　ただし，注意すべき点として長期的な趨勢と短期的な趨勢の違いを強調し

ておく必要があろう。長期的趨勢としては都市化や識字率などの媒介変数が

重要という分析結果となったが，しかし，媒介変数は個々の選挙においては

明確には重要性が現れなかった。これは短期的な趨勢においては政治的コン

テキストなどがより重要な説明変数となるからと考えられ，これが長期的な

趨勢を覆い隠してしまうのではないかと考えられる。

　政治的にみると本章で分析した 2つの争点によって与党としての会議派が

その支持基盤を弱体化させたことが重要である。特に宗派間暴動によって

1970年代までの有力な支持基盤であった非ヒンドゥー＝宗教的少数派の支持

が1980年代以降はかなり失われたことが大きなダメージを与えた。非ヒンド

ゥーのほうが政治的に敏感であるためであるが，それはこの間の会議派凋落
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の大きな原因のひとつとなったことは間違いない。最後にこのような過程が

政党政治に与える影響を考えてみたい。

　第 1の影響は会議派の衰退にともなう政党システムの「断片化」とその政

権の安定性への影響である。本章で実証したように，大きな流れをみると，

連邦下院選挙における会議派は1970年代以降は人々の経済投票，そして1980

年代以降顕著になる宗派間対立の影響により，支持基盤は動揺し，縮小した。

もちろん経済や宗派間暴動だけがその凋落の原因ではなく，州政党の成長な

ど，その他の要因も当然ある。しかし経済変動と宗派間対立はそのなかでも

重要な要因であったことは間違いない。

　会議派凋落の結果1990年代後半以降，中央レベルでは単独過半数を担いう

る政党が出現せず，比較的大きな「全国政党」と州レベルの有力政党の連合

政権が常態化している。このような状況は政党システムの「断片化」となり，

政情不安を慢性化する可能性が指摘される。確かに1996年のジャナター・ダ

ルを中心とする中道連合である「統一戦線」政権，1998年の BJPを中心と

する連合政権は 1，2年で崩壊しており，そのような懸念は現実のものとな

った。しかし，その後，諸政党が連合政権の協力関係を「学習」する過程が

あり，政党間の協力が次第に安定化する傾向をみせている。1999年の BJP

を中心とする NDA政権は 5年の任期を全うしたし，2004年に成立した会議

派を中心とする UPAも2008年現在まで存続している。よって政党の断片化

が政権不安に直結するとは必ずしもいえないであろう。

　第 2の影響は，政党システムの断片化とも関係するが，宗教的少数派が民

主主義体制のなかで政治的重要性を高めたという点である。この点に関して

は，少数派は民主主義体制に対して信頼感が高いという点をまず述べておく

必要がある。第 2節で明らかにしたように宗教的少数派は全般的に政治参加

レベルが高い。これが示すところは，宗教的少数派は BJPなど特定の政党

に対しては信頼感を持たないものの民主主義体制自体に対しては信頼感を有

するということである。むしろ，民主主義体制に頼って，その存在意義を維

持していこうとしているといえよう。その意味で少数派が体制を見限り，深
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刻な亀裂を生じているスリランカやパキスタンなどとは一線を画しており，

インドの民主主義は「包括的」である。

　また，少数派は全般的に政党政治に対してより敏感であることも実証され

たが，これが政党の断片化と相まって少数派がキャスティングボートを握る

ような政治状況を作り出す。そのような状況では選挙政治の力学によって少

数派の支持を得るためにも主要政党はその利害関係を無視できない。極端な

場合，そのような少数派を代表する小政党が存在する場合，それは「拒否

権」を握ることにも通じ，少数派はそのような拒否権をちらつかせることに

よって，許容範囲ぎりぎりまで自らの要求を政府に突きつけることができよ

う。最も，インド政治の現実では少数派の要求が「度を過ぎたもの」になる

可能性は低いと考えられる。その理由として第 1に，ムスリムなど宗教的少

数派は各地で分裂しており，そのような「瀬戸際政策」を政党政治において

強力に推し進める統一的な全国政党がない。第 2に，そのような政策を追求

する結果として宗派間の暴力事件や暴動などが降りかかる危険性がある。大

きな宗派間暴動では宗教的少数派の損害は多数派より格段に大きくなる。典

型的な例は1992年のウッタル・プラデーシュ州のアヨーディヤー事件，2002

年のグジャラート州ゴードラ事件である。したがって多数派を刺激するよう

な「瀬戸際政策」をあからさまにとるリスクは非常に大きい。以上のような

理由から，少数派の要求は主要政党で「最大限」考慮されるが，しかし，そ

れが極端なものになる可能性はきわめて低いと考えられる。まとめると少数

派は民主主義体制内で政治的存在感を高めうる状況にあるし，極端に走らな

い限りにおいて今やより明確に影響力を与える状況にあると思われる。

　そのひとつの例として，現在の UPA政権がムスリムの社会的経済的後進

性を打開するために本格的な検討を行っていることが挙げられる。2006年11

月に発表された「インドのムスリム・コミュニティの社会的，経済的，教育

的地位」に関する報告書である。これは委員長の名前をとって通常サッチャ

ル（Sachar）委員会と呼ばれるもので，ムスリムの後進性を詳細に分析し，

その地位向上のための政策を中央政府に答申したものである49。その答申の
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いくつかはこれから実施されていく可能性が高い。

　今後経済発展が大きな地域間，階層間格差を極端なかたちにしないで進み，

発展の成果が広範囲に浸透するならば，政治がムスリムなど宗教的少数派の

要求に応えられる能力は拡大することが予想される。その限りにおいて少数

派の要求は満たされる可能性が大きくなり民主主義体制の「包括性」はより

強化されるであろう。

［注］
⑴　1996年の連邦下院選挙での大規模なサンプル調査にもとづく，Mitra and 

Singh［1999: 141, 260］では，選挙における投票の有効感，および，民主主義
諸制度への高い信頼感がはっきりみて取れる。
⑵　本章で「宗派間暴動」という場合は特に説明がなければヒンドゥーとムス
リムの間の暴動を指すものとする。

⑶　このレベルの選挙では，むしろ，ミクロな社会経済構造の様相，村の利益
分配構造，候補者のパーソナリティなどが，投票行動に大きな差異をもたら
す可能性が高い。

⑷　宗派間の暴動は主に都市部での現象である。しかし宗派が混在するすべて
の都市の現象というわけではなくて，特定の都市に多発する現象である。以
下を参照。Varshney［2002: Chap. 1］，Wilkinson ed.［2005: Introduction］.

⑸　Congress（Organisation）の略である。
⑹　1971年にはそれまで同時に行われていた，連邦と州の選挙が分離され中央
の選挙だけが行われた。このことも連邦下院選挙でインディラ・ガンディー
派の会議派が勝利することになった要因と考えられている。
⑺　“retrospective voting”といわれる投票行動で，過去の政党の実績に対する
評価をもとに投票を決めるという行動パターンである。Fiorina［1981］を参
照。
⑻　たとえば Virmani［2004］を参照。
⑼　ただし，「経済投票」はインフレ，失業，貧困といった経済的争点に反応す
るという点に重きを置けば「争点投票」の一種ともいえるし，また，投票者
の経済階級やエスニシティによって違った投票行動となるならば，「社会属性
による投票行動」モデルとなる。要領の良い投票行動の類型化についてはた
とえば平野［1997］，小林［2000：第 4，6章］を参照。

⑽　典型的なのは南部のタミル・ナードゥ州の例で，会議派は1967年に地域的
民族主義を掲げるドラヴィダ進歩連盟に政権を奪われた。Barnett［1976］は
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選挙データも用いてタミル・ナードゥ州における同党の展開を説得的に説明
している。

⑾　「指定カースト」（Scheduled Castes）とは，憲法第341条にもとづき指定さ
れるカースト。指定されるのは主に歴史的に差別されてきた旧不可触民であ
る。「指定部族」（Scheduled Tribes）は憲法第342条にもとづき指定される後進
的な部族民。指定カースト，指定部族は選挙，行政への採用などにおいて優
遇措置を受けることができることが憲法上認められている。

⑿　党首はマヤワティ（Mayawati）。故カンシ・ラームが設立。1980年代まで北
インドの指定カーストなどヒンドゥー社会の底辺の階層は自己の政治的利害
関係を代表する政党を持たず，大きな不満を抱えていた。会議派の一党優位
体制の崩壊と1970年代から1980年代の社会政治変動で独自の政党を模索する
方向に進む。

⒀　インド選挙委員会（Election Commission of India）は投票時における政党シ
ンボルの割当てのために，政党をまず，認可政党（recognised political party）
と非認可政党（unrecognised political party）に分類する。前者はさらに全国
政党（national party）と州政党（state party）に分類される。全国政党の定
義は，（A）直前の連邦下院選挙または州議会選挙で 4つ以上の州において有
効投票の 6％以上を獲得し，かつ直前の連邦下院選挙で 4名以上の候補者を
当選させた政党，または，（B）直前の連邦下院選挙で四捨五入して少なくと
も 2％以上の選挙区で当選者を出し，かつその当選者が 3つ以上の州から出
ている政党である。以上の定義は2000年以降における定義である。Election 

Commission of India［2004: 3］を参照。
⒁　1951年にヒンドゥー民族主義を掲げる「民族奉仕団」（Rashtriya Swayamse-

vak Sangh）によって設立。1977年に一時ジャナター党と融合するが，1980年
に分離し現在の「インド人民党」になる。
⒂　会議派の組織の弱体化が政治的真空を生み，それが，地方政党の乱立，治
安の乱れなど統治能力の弱体化につながったとする研究者もいる。とりわけ
Kohli［1990］が有名である。

⒃　指定カーストの不可触民差別や指定部族の僻地の部族民といった条件には
あてはまらないが，社会的，教育的に指定カーストおよび指定部族と同様に
後進的な社会層を指す。

⒄　1990年代以降の Centre for the Study of Developing Societiesの調査報告，分
析として，Singh［1997］，Centre for the Study of Developing Societies［1999a，
1999b，2004］を参照。
⒅　ウッタル・プラデーシュ州の分析でかつて Brassはそのような特徴を見出
したが，インド全体についてもある程度いえることである（Brass［1985］）。

⒆　たとえば，選挙や選挙における政党間競合という要因を強調するあまり，
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政党の理念や支持基盤といった要因を考慮していないなどの批判がある（佐
藤［2006］）。
⒇　本章との関連では，ウィルキンソンは，政党の分裂度や支持基盤が宗派間
暴動に与える影響について，政党が分裂していて少数派の支持を得ようと争
っているような州，特に与党がムスリムの支持をあてにしているような場合
は，ヒンドゥー・ムスリム間暴動は起きにくいとも分析している。特に共産
党の勢力が強い州などではそうであるという。反対に二大政党制に近く，か
つ与党がムスリムの支持を期待していないような州では2002年のグジャラー
ト州のように暴動の大規模化が起こりやすいという（Wilkinson［2004: Chap. 

5］）。
21　負の二項回帰モデル（negative binomial model）を適用している。
22　もし，大規模な宗派間暴動は「自然発生」するのでなく，それを「組織」
する者がいることが決定的に重要であるとすると，彼らを政府が取り締まれ
ば宗派間暴動は押さえ込めるとブラスは考える。この点で州政府の政治的意
志が重要になる，とした。

23　Chandra［1993］，Kumar［1996］も参照。
24　雑誌に発表された以下の CSDSの調査結果より。India Today［1991 （July 

15）: 35, 1996 （May 13）: 25-27］。
25　Graf［1992］，Rai［2003］を参照。1996年以降の選挙で最大州のウッタル・
プラデーシュ州では会議派から「社会主義党」（Samajwadi Party）にムスリム
の投票が移った。ムスリムは社会主義党にアイデンティティを抱いていると
いうのではなく，会議派がムスリムを保護する能力に欠け，また，選挙でも
勝利する見通しがないと考えているところが大きいようである。Dyke［1999: 
111］。

26　政権に近いダールの以下の説明は政治経済危機がインディラ・ガンディー
を追い込んでいくプロセスを的確に叙述している。Dhar［2000: Chap. 10］。

27　Gould［1993: 18］を参照。
28　最も，総合的にみて「反現職」要因は顕著に現れているのかどうか，疑問
視する研究もある。Borooah［2006］を参照。
29　佐藤・金子［1998］も参照。
30　定式化が過小決定となっており，説明変数の係数が歪んでいることがひと
つの原因と推察される。

31　これに関しては Bidwai et al. eds.［1996］の論文集がその実態を批判的に叙
述している。ヒンドゥー民族主義を積極的に支持するのはヒンドゥー社会で
も優越的なカーストで，指定カーストなどはむしろ批判的傾向があることは
確かである。Basu［2001］。
32　BJPの他にも地方政党でコミュナリズムの傾向を持つ政党が存在する。マハ
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ーラーシュトラ州の有力政党である，Shiv Sena（「シヴァージーの軍団」の意）
は代表的な例である。同党はもともと「土地の子」（son of the soil）を優先さ
せるための政党であるが，反ムスリムを大きな特徴とする（Gupta［1982］）。
33　“Ecological fallacy”。これはマクロな集計データから，個人レベルの投票行
動を推定するときに，マクロデータでは個々人のデータが相殺されみえなく
なってしまうために，間違った推定をしてしまうことを指す概念である。
34　詳しくは King［1997］を参照。
35　1973年を契機とする物価の急上昇はグジャラート州，ビハール州を中心に
反物価，反腐敗運動となり，反政府運動の激化につながり，1975年の国内非
常事態宣言に帰結する。これについては Shah［1977］を参照。
36　物価を計測する品目は各地点で計測対象となっているすべての品目とし
た。食料品のみを対象とする物価も検証したが大きな差異はなかった。物
価のシリーズはその他，「卸売り物価指数」（Wholesale Prices Index），「都
市部非肉体労働者消費者物価指数」（Consumer Prices Index for Urban Non-
Manual Employees），「農業労働者消費者物価指数」（Consumer Prices Index for 

Agricultural Labouers）などがある。
37　連邦政府内務省もこの種のデータベースを持つと考えられているが，我々
には利用は不可能である。
38　たとえば，ある選挙においてその州全体の過去 5年の累積暴動件数を“r”
とするとその州に含まれるすべての観測地に“r”件数が与えられる。
39　都市化率と識字率のデータは共通部分が多いということ，すなわち 2つの
変数セットには冗長な部分が多く，どちらかを除いてもあまり分析には差障
りがない状況とも考えられる。
40　交互作用項の推定においては交互作用項だけでなく，それを構成する変数
も代入しないとその係数は正しく推定することが原理的に難しいので，その
構成変数も同時に代入して推定した。
41　これに関しては，たとえば，Brambor et al.［2006］を参照。
42　多くの論者がこの点を指摘している。たとえば Sisson and Roy［1990］，

Kohli［1990］を参照。
43　当時は“syndicate”と呼ばれた。大地主など地方の保守的な有力者層が多
く，インディラ・ガンディー首相などが推進したさまざまな社会主義的な急
進政策に反対した。

44　たとえば Tameri［1971］を参照。
45　この時期は強権を背景に密輸，脱税，賄賂などのブラック・エコノミーの
摘発が厳しく行われ，経済規律が一定程度浸透した。また天候にも比較的に
恵まれ農業生産が順調であったことも経済の安定に寄与した。

46　1980年代前半はアーンドラ・プラデーシュ州ハイデラバード，西部ウッタ
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ル・プラデーシュ州，そして1984年にはボンベイ（現在「ムンバイ」）から
ビワンディ（Bhiwandi）などでかなりの規模のヒンドゥー対ムスリムの宗派
間暴動が起こっている。したがってシク教徒過激派のテロが荒れ狂う状況の
1986年 9月の「国家統合評議会」（National Integration Council）の主要議題
が，ヒンドゥー対ムスリムの対立の審議に設定されているのは不思議ではな
い（National Integration Council［1986］）。

47　BJPおよび同党と密接な関係を有するヒンドゥー・ナショナリスト団体で
ある「民族奉仕団」や「世界ヒンドゥー協会」（Vishwa Hindu Parishad）が中
心となって推進している運動。ウッタル・プラデーシュ州アヨーディヤーの
地にあるバブリ・モスクを取り除き，神話上もともとあったとされるラーマ
神の寺院を建立し，それによってヒンドゥーの歴史的権利を取り戻すとする
運動である。これは一枚岩的な「ヒンドゥー」，「民族」を生み出すことを目
標にした運動といってよいだろう。1990年 BJPは建立を訴えて全国を示威行
進し不安をあおった。そのため10月には州政府に運動を停止させられた。こ
れがきっかけとなって各地でヒンドゥー・ムスリム間の暴動が起こった。
48　ラジーヴ・ガンディー元首相の暗殺は選挙のまっただなかで起こっており，
同情票を呼び起こしたが，それは暗殺後に行われた投票地域に限られている。
49　現 UPA政権が次回選挙に向けてムスリムなど少数派の支持を渇望している
のは明白で，2005年 3月の委員会設立はそのような政治的文脈を背景として
いる。Prime Minister’s High Level Committee［2006］を参照。
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